
Title 独占禁止法違反による罰金・課徴金と取締役の責任 :
会社に課された課徴金の取締役への転嫁の問題を中心に

Sub Title Fines and surcharges for violations of Japanese Antimonopoly Act and directors’ liability : focusing
on the issue of transferring the surcharge imposed on the company to the directors

Author 廣瀬, 翔太郎(Hirose, Shotaro)
Publisher 慶應義塾大学法学研究会

Publication year 2024
Jtitle 慶應義塾大学大学院法学研究科論文集 (Proceedings of Keio University Graduate School of Law

Studies in Law and Politics). No.64 (2024. ) ,p.373- 420 
JaLC DOI
Abstract
Notes
Genre Departmental Bulletin Paper
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=AN00069591-00000064-

0373

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その権利は著作権法によって
保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic societies, or
publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


� 373

独占禁止法違反による罰金・課徴金と
取締役の責任

――会社に課された課徴金の取締役への
転嫁の問題を中心に――

葊　瀬　翔　太　郎

一　はじめに
二　独禁法違反行為による罰金・課徴金規定等の概要
　（一）　独禁法の課徴金規定
　（二）　独禁法の罰金規定と課徴金
　（三）　取締役の責任に関する会社法規定
三　裁判例の展開
　（一）　罰金が問題となった事例
　（二）　独禁法の課徴金が問題となった事例
四　学説分析
　（一）　罰金に関する学説
　（二）　課徴金に関する学説
　（三）　小　括
五　考　察
六　結　語

一　はじめに

　本稿は、独禁法1）違反により会社に科（課）された罰金・課徴金につい
て、取締役2）が会社や株主から損害賠償を請求された場合、会社法3）423
条 1 項の責任を認めるべきであるのか否か、さらには、責任を肯定するこ

1）　昭和 22 年法律第 54 号。
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とを前提に、会社が支払った罰金・課徴金を取締役に転嫁すること4）が適
切であるのか否かを分析するものである。
　独禁法は、事業者に対して罰金と課徴金、自然人に対して罰金をそれぞ
れ科（課）すことを規定している5）。特に、独禁法の課徴金制度は、同法
令和元年改正6）（以下、「令和元年改正」）により、算定期間が最大 3 年から
約 10 年になるなど、強化の一途を辿っている7）。したがって、価格カル
テルや入札談合（いわゆるハードコアカルテル）を行い、不当な取引制限（2

条 6 項、3 条）で違反になった場合、事業者にますます高額な課徴金が課さ
れ得ることになる。
　このように独禁法違反に対する罰金・課徴金は、主として事業者（会

社）に対して科（課）すことを念頭にした制度と言える8）。一方で、会社
として罰金・課徴金を公正取引委員会（以下、「公取委」）等から受け、その
責任の所在が当該会社の中で問題になった場合、その対象は法人ではな
く、自然人も加わることになる。すなわち、独禁法上は、会社に科（課）

した罰金・課徴金について、それを会社の損害として捉え、取締役の法令
遵守義務違反と当該罰金・課徴金との間に相当因果関係があることを認め
ることで、当該取締役に罰金・課徴金相当額を転嫁する、ということが起

2）　本稿二（三）で見るように、会社法（平成 17 年法律第 86 号）上、取締役以
外の者も含めて「役員等」としているが、本稿では便宜上、「取締役」と表記
する。本稿の議論は、取締役以外の「役員等」にも当てはまるものとして差し
支えない。

3）　平成 17 年法律第 86 号。
4）　本稿で筆者が用いる「転嫁」とは、罰金・課徴金を受けた会社やその株主が、

民事訴訟を通じて当該罰金・課徴金の相当額またはその一部について、取締役
の任務懈怠責任との相当因果関係を認めて責任を背負わせるという構図が事実
上存在していることを指しているに過ぎず、当該罰金・課徴金と取締役の責任
の間での制度的連続性を意識した記載ではない。本稿四（一）2 参照。

5）　規定の詳細は、本稿二参照。
6）　令和元年法律第 45 号。
7）　令和元年改正の全体の概要について、白石忠志「令和元年独占禁止法改正の

概要」ジュリスト 1550 号（2020）14 頁参照。
8）　同趣旨として、白石忠志『独占禁止法〔第 4 版〕』（有斐閣、2023）763 頁。
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こり得る。実際に、株主代表訴訟をとおして、会社が独禁法違反行為の存
在を自認した範囲の課徴金について、その全額を取締役に転嫁することを
認めた判決（世紀東急工業株主代表訴訟事件9））も登場している。すなわち、
独禁法上は会社に対する金銭的な負担であっても、結果として、自然人に
対するものになり、会社としては負担が生じない、または、軽減されると
いう状況がある。
　また、会社への罰金・課徴金が取締役に転嫁されることを認めると、本
論で論じるとおり、事案によっては当該取締役の支払い能力を超える金額
の賠償責任を負うこともあり得ることになる10）。これは、独禁法の課徴金
の賦課対象はあくまで事業者であって、事業者の資力を念頭に課徴金制度
がこれまで設計されてきたからであろう。換言すれば、会社への賦課が自
然人に転嫁されるという事態は、あまり考えられてこなかったからだと思
われる。
　さらに問題が複雑化するのは、独禁法の課徴金制度では不当な取引制限
を対象に課徴金減免制度という仕組みを持っていることにもある。価格カ
ルテルや入札談合は、秘密裏に行われることが多く、公取委がこれを自力
で見つけることは難しい。そこで、事業者が公取委に減免申請を行うこと
で、課徴金が減免される制度が備えられている。課徴金が全額免除される
会社は問題にならない。しかし、それ以外の会社の取締役は、早期に申請
をして本来の課徴金からの減額を受けるという選択肢と、違反行為ではな
いという認識のもとで課徴金減免制度を利用しないという選択肢が存在す
ることになる。前者は、減額された課徴金相当額の損害賠償責任を負う可

9）　東京地判令和 4 年 3 月 28 日（令和 2 年（ワ）第 32120 号）資料版商事法務 459
号 131 頁、東京高判令和 5 年 1 月 26 日（令和 4 年（ネ）第 2134 号）LEX/DB
文献番号 25595301。

10）　課徴金納付命令令和 5 年 3 月 30 日（令和 5 年（納）第 6 号、第 8 〜 9 号）公
取委 Web〔電力カルテル課徴金〕について、取締役にとって「現実的とはい
えない額」が民事訴訟で転嫁され得ることへの懸念を示唆する見解がある。田
村次朗「本件評釈」ビジネス法務 24 巻 1 号（2024）45、49 頁。また、本件の
課徴金に関して、渕川和彦「本件評釈」ジュリスト 1593 号（2024）91、94 頁
参照。
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能性をいわば覚悟する必要がある。一方で、後者は、違反ではないという
こと、すなわち、公取委による課徴金納付命令に対する取消訴訟を展開す
ることになる。仮に勝訴できれば損害賠償責任を負うことはないが、敗訴
すれば一切の減額がないままの課徴金相当額の賠償を背負うことになり得
る。
　こうした事態を懸念したことへの対応と思われるが、課徴金減免制度を
利用して課徴金の減額を受けた事業者がその後、当該課徴金納付命令の取
消しを求めて訴訟を提起する例も出てきた11）。法的には減免を受けた事業
者が違反行為を認めることまでは求められていないと言われており12）、取
締役が今後負わされ得る損害賠償責任を小さくしようとする行動としては
理にかなっている。しかし、本来の制度趣旨とは矛盾するようにも思われ
る13）。
　このように、事業者を想定とした罰金・課徴金が、結果として自然人で
ある取締役への金銭的負担として転嫁され得る状況が生じている。このこ
とは、取締役の資力という現実的な問題に加えて、課徴金減免制度の趣旨

11）　九州電力株式会社「公正取引委員会からの排除措置命令等に対する取消訴訟
を 提 起 し ま し た 」（2023 年 9 月 29 日、https://www.kyuden.co.jp/var/
rev0/0452/8358/Af9ygp3b.pdf）。本稿記載の URL の最終閲覧日は全て 2024
年 3 月 20 日である。公正取引委員会「事務総長定例会見記録」（2023 年 12 月
20 日）〔藤本哲也事務総長発言〕によれば、課徴金減免制度を利用した事業者
が違反行為の存在自体を争った事案は、平成 27 年以降存在せず、本事案が初
めてである。

12）　日本経済新聞電子版「九州電力、カルテル訴訟では争う姿勢　調査には自主
申告」（2023 年 12 月 14 日）〔伊永大輔コメント〕。

13）　課徴金減免制度が導入された際の公取委の立案担当者の解説には、「違反事実
4 4 4 4

を
4

自ら報告してきた事業者に対して課徴金を減免する」（傍点筆者付加）とあ
り、公取委は当該行為の法的評価を争うことは前提としていなかったと考えら
れる。諏訪園貞明編著『平成 17 年改正独占禁止法 新しい課徴金制度と審判・
犯則調査制度の逐条解説』（商事法務、2005）25 頁。この違反事実の存在が制
度の前提となっていることは、令和元年改正時の制度設計でも引き継がれてい
ると考えられる。「第 198 回国会　衆議院経済産業委員会」14 号（2019 年 5 月
24 日）7 頁 4 段目〔杉本和行公取委委員長答弁〕及び、13 頁 3 段目〔宮腰光
寛国務大臣答弁〕参照。本稿註 175）も参照。
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とは異なる会社の行動も見受けられる状況を生んでいるように見える。そ
こで、本稿では、このような問題を解決するための土台作りの場を提供す
ることを目的とする。すなわち、独禁法と会社法に関わる問題について、
現状の法解釈や学説がどのように展開されているのかを明らかにすること
で、問題解決の道筋に繋がるものとしたい14）。
　そこでまず、本論点にかかる法律の規定について確認する（二）。特に、
令和元年改正では、課徴金減免制度において従来申請順位に基づいて減免
率が決められていたものに加えて、公取委への調査協力度合いが加味され
る減算率も加えられるようになったため、本稿の目的を念頭にこれらを紹
介する。
　次に、会社が支払った罰金・課徴金について、取締役に会社法 423 条 1
項に基づく損害賠償責任が問われた裁判例を確認し（三）、罰金・課徴金の
責任を取締役に負わせることに関する学説を見る（四）。その後、世紀東急
工業株主代表訴訟事件を中心的題材として、本論点にかかる現状の解釈を
見て、あり得る解釈論を考察する（五）。
　なお、課徴金制度は、独禁法以外に、景品表示法15）、金融商品取引法16）

（以下、「金商法」）、公認会計士法17）、医薬品、医療機器等の品質、有効性及
び安全性の確保等に関する法律18）、いわゆる薬機法にも備わっている19）。
法人に対する罰金も同様に独禁法以外にも存在する。しかし、本稿では、
あくまで独禁法上の罰金・課徴金を念頭において、それらの規定に基づい

14）　先行研究として、大橋敏道「独占禁止法違反行為と株主代表訴訟」福岡大学
法学論叢 42 巻 1 号（1997）79 頁以下がある。

15）　昭和 37 年法律第 134 号。
16）　昭和 23 年法律第 25 号。
17）　昭和 23 年法律第 103 号。
18）　昭和 35 年法律第 145 号。
19）　もっとも、これらは独禁法の課徴金制度に倣って制度が構築されてきた経緯

がある。例えば、景品表示法令和 5 年改正（令和 5 年法律第 29 号）では、違
反行為を繰り返した場合に課徴金が過重されるようになった（8 条 5 項）が、
独禁法の規定が参考にされた。伊永大輔「景品表示法の課徴金制度における理
論と課題」ジュリスト 1587 号（2023）49、50 頁。本稿二（一）1 も参照。
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て、会社が罰金・課徴金を支払った後、その罰金・課徴金について会社法
423 条 1 項の取締役の責任として肯定することができるか否かを分析する
こととする。

二　�独禁法違反行為による罰金・課徴金規定
等の概要

（一）　独禁法の課徴金規定

1　課徴金の計算方法
　課徴金の対象となる独禁法違反行為は、不当な取引制限に加えて、排除
型私的独占、支配型私的独占、不公正な取引方法の一部である。実際には、
その多くが価格カルテルや入札談合などの不当な取引制限であるため、本
稿ではこれを念頭に論じる。公取委は、不当な取引制限違反があった場合
に、基本的に当該違反行為を排除する旨の排除措置命令（7 条）に加えて、
課徴金納付命令（7 条の 2）を同時に出すことになる20）。
　課徴金は、違反行為にかかる期間中の対象商品役務の売上額又は購入額
に事業者の規模に応じた算定率を掛けて計算されることが原則である。課
徴金の算定対象期間は、最大約 10 年である（2 条の 2 第 13 項の「実行期間」）。
また、算定率は原則 10％であり（7 条の 2 第 1 項柱書き）、中小企業は例外的
に 4 ％である（同 2 項柱書き）。
　令和元年改正では、対象商品役務の売上額等に加えて、対象商品役務に
密接に関連する業務について対価を得ていた場合にも課徴金を課すことが
できるように変更された（7 条の 2 第 1 項 3 号）。さらに、いわゆる談合金に
ついて、その全額を課徴金として課す規定が加えられた（同 4 号）21）。
　以上が基本的な課徴金の計算方法となるが、これに加えて、以下のよう
な場合には課徴金が加重される。まず、違反行為を繰り返した場合である。

20）　白石・前掲註 8）694 頁。
21）　これらの規定がなかったことによる問題点について、泉水文雄『独占禁止法』

（有斐閣、2022）679-682 頁参照。
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基本的には、ある事件について立入検査等が行われた調査開始日22）から
遡って 10 年以内に、前回の違反行為にかかる（確定した）課徴金納付命令
等を受けていた場合である（7 条の 3 第 1 項 1 号）23）。
　次に、違反行為を主導した場合も課徴金が加重される。すなわち、違反
行為を立案した事業者などには、同じ違反行為を行った他の事業者よりも
重い課徴金が課される（7 条の 3 第 2 項 1 号〜 3 号）。また、後述する課徴金
減免制度との関係では、これを利用しようとする事業者を妨害する行為も
この規定に含まれている（同 3 号ニ）。
　違反行為を繰り返した場合（7 条の 3 第 1 項）や違反行為を主導した場合

（同 2 項）、それぞれ課徴金が 5 割増になる。また、両方の要件を充足する
事業者は、そのまま足す形で 10 割増、つまり、2 倍の課徴金が課されるこ
とになる（同 3 項）。
　また、課徴金の計算に関する規定として、罰金との調整があるが、これ
は本稿二（二）2 で確認する。
2　課徴金減免制度

　課徴金減免制度は、不当な取引制限に関与した事業者が公取委に課徴金
減免申請を行うことで、課徴金の免除を受けたり、減額を受けたりする制
度である。公取委は、「事業者自らがその違反内容を報告し、更に資料を提
出することにより、カルテル・入札談合の発見を容易化し、事件の真相解
明を効率的かつ効果的に行うことにより、競争秩序を早期に回復すること」
が目的だと説明している24）。この制度は独禁法平成 17 年改正25）（以下、

「平成 17 年改正」）で創設された26）。
　どのように課徴金が全額免除、または減額されるのかが重要となるが、

22）　調査開始日の定義は、2 条の 2 第 15 項を参照。
23）　同 2 号、3 号も参照。
24）　公正取引委員会サイト「課徴金減免制度について」（https://www.jftc.go.jp/

dk/seido/genmen/genmen_2.html）。
25）　平成 17 年法律第 35 号。
26）　令和元年改正前までの課徴金減免制度の制度趣旨等を詳細に研究したものと

して、能勢弘章「原始課徴金減免制度における趣旨と協力」神戸大学法学研究
科博士論文（2022）。
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2 つの制度に分けられる。事業者が公取委へ減免申請した順位で決まるも
のと（7 条の 4）、減免申請後、公取委への調査協力度合いにより公取委と
の合意で決まるもの（7 条の 5）である。後者は、令和元年改正により新し
く創設され、調査協力減算制度と呼ばれる。この制度は減免申請後も公取
委への調査協力のインセンティブを持続させるために設けられた27）。
　最初に、順位による減免について見ると、公取委による調査開始日前と
後で分かれる。これは、より早く公取委に減免申請をした事業者により多
くの減免を受けることができるようにするという趣旨である。調査開始日
前の申請順位第 1 位の事業者は、公取委への調査協力度合いに関係なく、
課徴金は全額免除される28）。第 2 位以降及び調査開始後の減免については、
減免申請順位に応じて、5 〜 20％の範囲で減免される。次に見る調査協力
減算制度が創設されたことにより、減免申請順位に基づく減免率は令和元
年改正前よりも低くなった。
　調査協力減算制度は、平成 17 年改正により減免申請順位に基づく減免
制度ができたものの、最低限の調査協力のみを行い、それ以上は非協力的
だった事業者が少なくなかったことに基づいて、それを改善するために導
入されたものである29）。
　減免申請をした事業者のうち、調査開始日前第 1 位の減免申請事業者を
除いた事業者（以下、「報告等事業者」）は、公取委から減免申請を受けた旨
の通知（いわゆる、5 項通知）を受けた後、公取委に対して協議の申出をす

27）　長澤哲也「調査協力減算制度（7 条の 5）」ジュリスト 1550 号（2020）30、30
頁。

28）　調査開始日前の減免申請第 1 位の事業者は、公取委への調査協力度合いによ
る減算の対象とはならないが、公取委の調査に協力をせずとも良いということ
ではない。すなわち、公取委は減免申請時の事実の報告や資料の提出に加え
て、追加でそれらを求めることができる（7 条の 4 第 6 項）。これに応じない
場合や虚偽の事実の報告を行った場合には、減免失格事由に該当して、課徴金
の免除を受けることができない場合もあり得る（7 条の 6 第 2 号）。

29）　松本博明編著『逐条解説 令和元年独占禁止法』（商事法務、2020）67 頁、山
本慎＝松本博明『独占禁止法における新しい課徴金減免制度』（公正取引協会、
2021）22 頁。
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ることができる（7 条の 5 第 1 項柱書き）。報告等事業者は、公取委との上記
協議を経て調査協力にかかる合意を結ぶことになる。これには 2 つのパ
ターン、すなわち、「特定割合についての合意」（同 1 項）と「上限及び下
限についての合意」（同 2 項）がある。公取委は通常、後者の合意を求める
としている30）。
　最終的な調査協力度合いに応じた減算率について、特定割合についての
合意では、調査協力にかかる合意における特定割合を調査協力度合いの減
算率として適用される。上限及び下限についての合意は、当該合意後に報
告等事業者が実際に行った調査協力内容を公取委が評価し、合意した上限
及び下限の範囲内での最終的な減算率を決めることになる。その評価は、
報告等の内容が①「具体的かつ詳細であるか否か」、②「公正取引委員会
規則で定める『事件の真相の解明に資する』事項31）について網羅的であ
るか否か」、③「当該報告等事業者が提出した資料により裏付けられるか
否か」という 3 つの要素である32）。
　上記 3 要素のうち、すべての要素を満たすと事件の真相の解明に資する
程度について「高い」とされ、2 要素を満たすと「中程度である」とされ、
1 要素を満たすと「低い」とされる。調査開始日前の減免申請であれば、

「高い」と 40％、「中程度である」と 20％、「低い」と 10％が減算される。
最終的にこの減算率と、減免申請順位による減免率が足されることになる。

（二）　独禁法の罰金規定と課徴金

1　独禁法の罰金規定
　独禁法は、「第三条の規定に違反して……不当な取引制限をした者」は、

「五年以下の拘禁刑又は五百万円以下の罰金に処する」と規定している（89

30）　公正取引委員会「調査協力減算制度の運用方針」（2020 年 9 月 2 日）3（2）イ。
31）　具体的要素は、課徴金の減免に係る事実の報告及び資料の提出に関する規則

（令和 2 年公正取引委員会規則第 2 号）17 条を参照。また、「調査協力減算制
度の運用方針」（前掲註 30）の「別紙」では、さらに詳細に記した内容を示し
ている。

32）　公取委・前掲註 30）4（1）。
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条 1 項 1 号）33）。この規定の違反主体、すなわち名宛人は事業者と解されて
いるが、法定刑を踏まえると自然人事業者に限定される34）。
　そのため、独禁法はいわゆる両罰規定も備えており、「法人の代表者又
は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の
業務又は財産に関して、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、
行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、当該各号に定める罰金
刑を科する」とし（95 条 1 項柱書き）、不当な取引制限の罪の場合、5 億円以
下の罰金刑を規定している（同項 1 号）。これにより、自然人従業者やその
業務主（法人及び個人）を処罰することができる35）。
2　課徴金と罰金の調整規定

　課徴金と罰金を調整する規定は、平成 17 年改正で設けられた。これは、
課徴金と罰金をいずれも課（科）すことが負担として重すぎるという疑念
を払拭しようとしたものである36）。
　この調整は、課徴金納付命令前に罰金刑が確定している場合（7 条の 7）

と、課徴金納付命令後に罰金刑が確定した場合（63 条 1 項本文）とで根拠条
文が異なる。しかし、いずれの場合であっても、罰金額の半額が、課徴金
減免制度による減額の結果を受けた課徴金額から控除されることには変わ
りない。

（三）　取締役の責任に関する会社法規定

　会社法 423 条 1 項には、「取締役、会計参与、監査役、執行役又は会計
監査人（以下この章において「役員等」という。）は、その任務を怠ったとき
は、株式会社に対し、これによって生じた損害を賠償する責任を負う」と

33）　刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律
（令和 4 年法律第 68 号）94 条により、これまで「懲役」だった箇所は「拘禁
刑」と改正された。

34）　幕田英雄『公取委実務から考える独占禁止法〔第 2 版〕』（商事法務、2022）
310 頁。

35）　幕田・前掲註 34）311 頁。
36）　白石・前掲註 8）323 頁。
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規定されている。
　この条文から、取締役は任務懈怠責任を負うということになる。その要
件は、①取締役の任務懈怠、②会社の損害の発生、③任務懈怠と損害との
間に相当因果関係があること、④当該任務懈怠が取締役の故意または過失
によるものであることである。①〜③は、株主などの責任追及者が主張、
立証をし、④は取締役が故意または過失がないこと、すなわち、帰責事由
がないことを主張、立証すれば責任を免れると解されている37）。
　また、取締役は、会社との関係では委任関係に立つため（会社法 330 条）、
委任の本旨に従って、善良なる管理者の注意をもって委任事務を処理する
義務、いわゆる善管注意義務を負う（民法 644 条）。さらに、「取締役は、法
令及び定款並びに株主総会の決議を遵守し、株式会社のため忠実にその職
務を行わなければならない」と規定され（会社法 355 条）、これは忠実義務
と呼ばれる。本稿では特に、「法令」を指摘する際、法令遵守義務と記す。
忠実義務は、善管注意義務と異なるものではなく、具体的かつ明確にする
趣旨で置かれたものとされる38）。
　したがって、取締役が善管注意義務や忠実義務を尽くさずに会社に損害
を与えれば、当該取締役は任務を怠ったことになり、会社法 423 条 1 項の
適用を受けることになる39）。ただし、任務懈怠があっても、取締役が故意
または過失がないことを示す事実を主張、立証できれば責任を免れること
になる40）。
　なお、後に紹介する事例では、会社法制定前の旧商法の規定が登場する。
旧商法 266 条 1 項は、「左ノ場合ニ於テハ其ノ行為ヲ為シタル取締役ハ会
社ニ対シ連帯シテ……第五号ニ在リテハ会社ガ蒙リタル損害額ニ付弁済又
ハ賠償ノ責ニ任ズ」とされ、同項 5 号にて「法令又ハ定款ニ違反スル行為

37）　田中亘『会社法〔第 4 版〕』（東京大学出版会、2023）297 頁。いわゆる二元
説に基づく記述をしたが、一元説という考え方もある。同書 298-299 頁参照。

38）　宮島司『会社法〔第 2 版〕』（弘文堂、2023）178-179 頁、田中・前掲註 37）
278 頁。

39）　宮島・前掲註 38）187 頁。
40）　田中・前掲註 37）286 頁。
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ヲ為シタルトキ」と規定されていた。すなわち、旧商法では法令違反が損
害賠償責任の要件であることが明文化されていた41）。しかし、会社法 423 条
1 項では、任務懈怠という一般的な要件に変更され、取締役の義務として法
令遵守義務を同法 355 条で規定するに至っている。しかし、基本的には、
旧商法 266 条 1 項 5 号の解釈が会社法下でも維持されているとされる42）。
　また、本稿で紹介する事例は、主に株主代表訴訟をとおして、取締役の
責任が追及されている。提訴ができる株主は、原則 6 ヶ月前から引き続き
株式を有する株主であり、会社に対し、書面その他の法務省令で定める方
法により、責任追及等の訴えができる（会社法 847 条 1 項）。また、株主が
自ら取締役等に責任追及等の訴えを行えるのは、会社に当該請求をした日
から 60 日をまって、会社が訴えを提起しない場合である（同 2 項）。

三　裁判例の展開

　本章では、会社が支払った罰金・課徴金と取締役への転嫁に関する裁判
例を中心に見ていくこととする43）。それぞれの事件において、会社の取締
役がどのように範囲・程度で違反行為に関与していたのか、という点が重
要になる。本章では、事案の概要と判決内容を紹介することとし、分析は
本稿五の考察に委ねる。

41）　当時、「法令」を会社や株主の利益保護に関する商法の規定に限られるという
考え方（限定説）とすべての法令を含むとする考え方（非限定説）で対立して
いた。判例は後者であり、会社法制定後も会社法 355 条の「法令」は後者であ
ると考えられている。詳細は、吉原和志「会社法の下での取締役の対会社責
任」江頭憲治郎先生還暦『企業法の理論（上巻）』（商事法務、2007）521、
525-535 頁参照。

42）　相澤哲編著『立案担当者による新・会社法の解説』（商事法務、2006）117 頁
〔相澤＝石井裕介執筆〕。

43）　各事件の当事者の仮名は、本稿で記載を統一させたため、各事件の登載判例
集の表記とは異なっている。

373-420_64号_廣瀬翔太郎.indd   384373-420_64号_廣瀬翔太郎.indd   384 2024/07/18   17:342024/07/18   17:34



� 385

独占禁止法違反による罰金・課徴金と取締役の責任

（一）　罰金が問題となった事例

1　大谷重工事件44）

　本事件の原告は、大谷重工の元専務取締役である。その者が在任中に、
被告会社の大谷重工は、関税法違反容疑があったとして東京税関から調査
を受けることになった。その対応として、原告と同社の間で、原告が同社
に代わり、関税法違反による通告金を立替支払いすることを事前に合意し
た。その後、東京税関長から関税法違反事件の通告金として同社に対し 1
億 7,000 万円を納付すべき旨の通告処分を受け、前記合意に基づいて原告
が支払った。
　原告の元専務取締役は、同社に対してその返済を求めた。これに対して、
同社は、原告が会社の取締役として在任中に故意または過失によって法令
違反の行為をなしたために発生したものであり、同社は原告に対し旧商法
266 条 1 項 5 号の定めにより通告金相当額の 1 億 7,000 万円の損害賠償請
求権をもって相殺されると主張した。
　地裁は、結論として、同社の主張を認めた。取締役の責任について、

「［本件］通告金は、原告が被告会社の取締役として在任中に故意または過
失によって関税法違反行為をした結果、被告会社に同額の損害を与えたこ
とになり、従って特段の事情のない限り、原告は商法 266 条 1 項 5 号の規
定により被告会社に対し 1 億 7,000 万円の損害賠償義務を負担していると
いうべきである」と判示した45）。また、「当時海外の鉄鋼市況が悪化してい
たとか、被告会社の経営状態が苦境にあったとか、原告に同情すべき点が
ないではないが、それらの事情があったからといって、原告の右損害賠償
義務を消滅させるものではない」とし46）、特段の事情にあたり得る事項が
検討されはしたものの、結局認められなかった。
　本件は、会社が負担した罰金を取締役へ転嫁することを認めた事例では

44）　東京地判昭和 48 年 7 月 31 日（昭和 44 年（ワ）第 8342 号）判例時報 728 号
92 頁。

45）　大谷工業事件・前掲註 44）判例時報 728 号の 97 頁。
46）　大谷工業事件・前掲註 44）判例時報 728 号の 97 頁。
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ないものの、取締役が会社に代わって負担した罰金の返済を会社に求める
ことは結果的にできないとした点で、実質的には、罰金が取締役へ転嫁さ
れることを認めた事例と言える。
2　日本航空電子工業株主代表訴訟事件47）

　本件は、日本航空電子工業が関税法及び外為法に違反し、最終仕向地が
イランであることを認識しながら、米国国務省の許可を受けずに軍事用部
品を輸出し（不正取引①）、また、別の期間にも同様に関税法及び外国為替
及び外国貿易管理法（以下、外為法）に違反し、最終仕向地がイランである
ことを認識しながら、米国国務省の許可を受けずに軍事用部品を輸出した

（不正取引②）ことが問題になった事例である。
　Y1 は、同社の代表取締役副社長、代表取締役社長を就いていた者である。
Y1 が不正取引①の存在を知ったのは、社長就任後に Y2 らから一連の不正
輸出について報告を受けたときであったが、その時点で当該取引は既に終
了していた。また、不正取引②の存在は、同じく社長就任後に Y2 らから
報告を受けた時に知り、契約済みの取引を継続することを承諾し、Y2 らに
トラブルを起こさず、友好的に、しかし、できるだけ早急に処理するよう
に指示するとともに、不正取引①で問題となった軍事用部品の新規受注は
中止させることにした。
　Y2 は、常務取締役であり、不正取引①の存在を知ったのは、常務取締役
就任後である。また、不正取引②の存在も常務取締役就任後に知ったが、
即時に取引を中止すると相手方との間にトラブルが生じかねないこと、事
が露顕すると会社の経営上影響がきわめて大きいことを懸念し、結局、既
契約分について処理し、新規の契約はしないようにと指示するに留まり、
Y1 らに報告することはしなかった。
　Y3 は、取締役だが、取締役就任以前から不正取引①②の存在を認識して
おり、就任後も取引が継続的に行われることについて支持・承認していた。
　日本航空電子工業は、不正取引①について、米国司法省から米国コロン

47）　東京地判平成 8 年 6 月 20 日（平成 4 年（ワ）17649 号）判例時報 1572 号 27
頁。
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ビア特別区連邦地方裁判所に、武器輸出管理法・国際武器取引規則違反の
罪で刑事訴追を受けた。また、同国国務省からは、日本航空電子工業につ
いて同省管轄の防衛物品及び防衛サービスに関する輸出ライセンス及び技
術供与等の許認可を一時停止する旨の行政措置を受けた。さらに、同社と
米国司法省、国務省、商務省との間で司法取引が成立し、同社は、刑事訴
追を受けた訴因 22 のうち 10 について有罪答弁を行うとともに、罰金
1,000 万ドル及び特別課徴金 2,000 ドル、制裁金 500 万ドル、和解金 420
万ドル（邦貨換算額合計 24 億 8,030 万円）をそれぞれ支払った。加えて、上
記司法取引における合意に基づき、米国国務省は、上記行政措置を解除し
た上、改めて 3 年間新規輸出許認可申請の禁止措置を行い、米国商務省
も、3 年間輸出取引を禁止する措置をとった。
　日本においても、東京地検が、不正取引②について同社と一部従業員ら
を関税法・外為法違反の罪で起訴した。同社は、500 万円の罰金刑を科さ
れ、取締役 3 名は懲役 2 年・執行猶予 3 年の有罪判決が言い渡された。ま
た、当時の通商産業省から、1 年 6 ヶ月の全製品輸出禁止処分を受けた。
　これに対して、同社の株主が Y1 〜 Y3 の責任を問う株主代表訴訟を提起
し、連帯して 50 億円の賠償をするよう請求した。
　地裁は、Y3 について、不正取引①は、「関税法・外為法違反として、会
社の事業運営に重大な不利益・損害を及ぼす蓋然性の高い行為であるから、
取締役としてこれを支持・承認することが取締役の善管注意義務・忠実義
務に違反することは明らかである」とした48）。Y1 及び Y2 について、不正
取引②は、「関税法及び外為法に違反し、会社に重大な不利益・損害を及
ぼす蓋然性の高い行為であるから、……不正輸出を知りながらこれを阻止
せず承認した両被告の行為が取締役の善管注意義務・忠実義務に違反する
ことは明らかである」とした49）。
　その上で、地裁は、Y1 及び Y2 に対して、Y3 と連帯して 4,140 万円、Y3

に対して 12 億 4,752 万円を支払うように命じた。特に、会社が支払った

48）　日本航空電子工業株主代表訴訟事件・前掲註 47）判例時報 1572 号の 36 頁。
49）　日本航空電子工業株主代表訴訟事件・前掲註 47）判例時報 1572 号の 36 頁。

373-420_64号_廣瀬翔太郎.indd   387373-420_64号_廣瀬翔太郎.indd   387 2024/07/18   17:342024/07/18   17:34



388

慶應義塾大学大学院法学研究科論文集第 64 号（2024 年度）

金銭的負担に着目すると、日本での罰金 500 万円については、3 名での連
帯責任となった。米国での金銭的負担については、Y3 は「取締役としての
責任は全事実にわたるものではない点等を考慮し、……その寄与度に応じ
た責任の限定を行うことが合理的」だとして、「最も控え目にみて、……
24 億 8,030 万円の 4 割に当たる 9 億 9,212 万円……について割合的因果関
係を認めるのが相当」とした50）。
　各取締役の違反行為への寄与度に応じて、個別に割合的因果関係を認定
することで、責任の限定を図った事例と言える。
3　大和銀行株主代表訴訟事件51）

　本件は、大和銀行ニューヨーク支店の従業員が無断取引、簿外取引を行
い約 11 億ドルの損失を出したことが発覚したにもかかわらず、米国法で
義務づけられていた米国当局への犯罪届及び報告書の提出が遅延し、また
虚偽の報告を行ったなどとして、同銀行が米国において刑事訴追を受け、
司法取引により罰金 3 億 4,000 万ドルを支払ったことが問題になった。こ
れについて、同社の株主 X が、同銀行の代表取締役及び取締役のニュー
ヨーク支店長（Y ら）などに善管注意義務及び忠実義務を怠っていたとし
て、損害賠償を請求した。
　地裁は、内部統制システムの構築及び米国法令違反について、取締役の
善管注意義務及び忠実義務違反を認めて、取締役の寄与度に応じて、500
万ドル〜 7,000 万ドルの賠償を命じる判決を出した。すなわち、「罰金につ
いて……Y らに本件有罪答弁訴因に係る事実について任務懈怠責任が認め
られる以上、司法取引が介在しているとしても、その司法取引の過程や結
果が通常予測されうるところと著しく異なる等の特段の事情が認められな
い限り、任務懈怠行為と罰金を支払ったことによる損害との間の法律上の
因果関係が否定されるものではない」とし52）、「罰金の対象となった本件
有罪答弁訴因は 16 個の訴因で構成されており、……Y らがそのうちの 7

50）　日本航空電子工業株主代表訴訟事件・前掲註 47）判例時報 1572 号の 38 頁。
51）　大阪地判平成 12 年 9 月 20 日（平成 7 年（ワ）第 11994 号）判例時報 1721 号

3 頁。
52）　大和銀行株主代表訴訟事件・前掲註 51）判例時報 1721 号の 44 頁。
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個の訴因に係る事実についてのみ責を負うことを考慮すると、……Y らに
対し、罰金……の全額に相当する金額の賠償責任を問うのは相当でなく、
寄与度に応じた因果関係の割合的認定を行うのが合理的である」とした53）。
　日本航空電子工業株主代表訴訟事件同様に、取締役の割合的因果関係を
認めて、違反行為への寄与度に応じて責任を限定した事例と言える。
4　三菱商事黒鉛電極カルテル株主代表訴訟事件54）

　本件は、米国独禁法（反トラスト法）違反による罰金刑に関する事案であ
る。三菱商事は、米国企業であるユニオン・カーバイド・カンパニー（以

下、「UCC」）からその完全子会社であるユカール・カーバイト・カンパ
ニー（以下、「UCAR」）の株式の 50％を買い受け、黒鉛電極事業に参入し
た。三菱商事の米国子会社からは、2 名の幹部が UCAR に出向した。一
方、複数の黒鉛電極メーカーは、黒鉛電極価格の引上げ、地域ごとの供給
割合の固定及び供給量の制限に関する合意を行い、それを実施した。三菱
商事は、本件カルテルを教唆・幇助したとして起訴され、陪審裁判で争っ
たものの、有罪の評決がなされた。有罪評決の後、同社は米国司法省との
間で量刑取引を行い、連邦地裁はこの量刑取引に沿って、同社に対して 1
億 3,400 万ドルの罰金刑等を言い渡した。また、同社は、黒鉛電極の需要
者から提起された損害賠償請求訴訟において、和解金として 4500 万ドル
を支払った。
　これについて、同社の株主 X1 〜 X3 は、本件カルテル期間内の取締役な
ど Y1 〜 Y96 に対して、上記損害の賠償を求める株主代表訴訟を提起した。
　地裁は、三菱商事による反トラスト法違反行為への組織的関与を認めず、
カルテルの存在及び従業員のカルテルへの関与を認識することができたか
否かについては、「本件カルテルの存在及び従業員の関与を認識すること
が可能であったと認めるに足りる証拠はない」として55）、当該従業員の直

53）　大和銀行株主代表訴訟事件・前掲註 51）判例時報 1721 号の 44-45 頁。
54）　東京地判平成 16 年 5 月 20 日（平成 14 年（ワ）第 430 号）判例時報 1871 号

125 頁。
55）　三菱商事黒鉛電極カルテル株主代表訴訟事件・前掲註 54）判例時報 1871 号

の 141 頁。
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属の上司だった Y54 等の善管注意義務違反を否定した。また、法令遵守体
制構築義務違反の主張についても具体的主張がなされていないとして、請
求を棄却した56）。
　従業員に対する監督が不十分だとして取締役の責任が問われた事例と整
理できるが、結論としては責任が認められなかった事例である。

（二）　独禁法の課徴金が問題となった事例

　独禁法の課徴金が問題になる場面としては、不当な取引制限違反により、
①公取委から課徴金納付命令を受け、その課徴金相当額が損害として訴え
が提起される場合と、②会社の課徴金減免制度への対応を問題視して、本
来受けられたと考えられる減額が受けられていないことに関する訴えが提
起される場合がある。また、①については、取締役が⑴違法行為に直接加
担したという理由によるものと、⑵違反行為を発見した後、適切な措置を
とらなかったことを理由とするものに細分化できる57）。
　本節では、最近登場した自社が認めた課徴金（以下、「自認課徴金」）の全
額を取締役に転嫁した事例、和解事案ではあるものの、課徴金減免制度の
利用が問題になった事例、課徴金は問題になっていないものの、独禁法違
反行為と法令遵守義務が問題になった事例を見る58）。
1　世紀東急工業株主代表訴訟事件

　事案の概要は、次のとおりである。世紀東急工業（以下、「世紀東急」）

は、遅くとも平成 23 年 3 月から平成 27 年 1 月 27 日（以下、本件違反行為終

了日）までの間、「9 社会」と呼ばれる同業者との会合において、同業他社
8 社との間で共同してアスファルト合材（以下、合材）の販売価格の引上げ

56）　三菱商事黒鉛電極カルテル株主代表訴訟事件・前掲註 54）判例時報 1871 号
の 141 頁。

57）　村上政博監修『独占禁止法と損害賠償・差止請求』（中央経済社、2018）373
頁〔中野雄介執筆〕。

58）　独禁法違反行為による株主代表訴訟が提起された事例について、内田清人＝
大月雅博編著『実務解説 独占禁止法・景品表示法・下請法 第 1 巻 独占禁止法
編』（勁草書房、2023）144-145 頁〔米山朋宏執筆〕。
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を行っていく旨を合意（以下、「本件合意」）することにより、公共の利益に
反して、我が国における合材の販売分野における競争を実質的に制限して
いた行為（本件合意に基づき上記引上げを行っていた行為であり、以下、「本件違

反行為」）が独禁法の不当な取引制限違反であるとして、令和元年 7 月 30
日、公取委から排除措置命令59）及び課徴金納付命令60）を受けた。なお、
世紀東急では、9 社会の方針に沿った値上げ内容を実施するかどうかを製
品事業部で決め、事業推進本部本部長と同副部長の決裁により社内に発出
していた。
　同社は、当該課徴金納付命令において、28 億 9,781 万円の課徴金が課さ
れた61）。しかし、18 億 3,417 億円を超える部分については、課徴金算定の
対象とならない商品の対価を含めて課徴金の額を算定したものであるとし
て、その範囲での取消訴訟を提起した。しかし、地裁62）、高裁 63）ともに
請求を棄却し、上告棄却・不受理決定もなされた64）。
　原告 X は、同社株を 6 か月以上保有する株主であり、令和 2 年 10 月 14
日、同社の監査役 Y らに対し、被告らにおいて本件違反行為につき善管注
意義務違反があったなどとして、被告 Y らに対する損害賠償責任を追及す
る訴えを提起するよう請求した｡ しかし、同社の監査役らは、同年 12 月
11 日頃、X に対し、不提訴理由通知書を送付し、上記提訴請求の日から 60
日以内に被告 Y らに対する上記訴えを提起しなかったため、X が訴えを提
起した。Y らの職位の変遷と、世紀東急の自認課徴金 18 億 3,417 億円を基
準とした取締役在任期間に基づく X から Y らへの請求は次のとおりであ

59）　排除措置命令令和元年 7 月 30 日（令和元年（措）第 6 号）審決集 66 巻 303
頁。

60）　課徴金納付命令令和元年 7 月 30 日（令和元年（納）第 11 号）審決集 66 巻
353 頁。

61）　当時は課徴金の算定期間が最大 3 年（36 ヶ月）であり、本件では平成 24 年 1
月 28 日〜平成 27 年 1 月 27 日となる。

62）　東京地判令和 3 年 8 月 5 日（令和 2 年（行ウ）第 32 号）審決集 68 巻 49 頁。
63）　東京高判令和 4 年 6 月 8 日（令和 3 年（行コ）第 226 号）審決集 69 巻 145

頁。
64）　最決令和 4 年 11 月 10 日（令和 4 年（行ツ）第 277 号）審決集 69 巻 252 頁。
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る。
　Y1 は、平成 16 年 6 月から現在に至るまで取締役を、平成 24 年 4 月 1 日
から現在に至るまで代表取締役を務めている。Y1 は、平成 16 年 6 月に取
締役に就任し、財務部長、内部統制推進室長、執行役員等を務めた後、平
成 24 年 4 月 1 日に代表取締役に就任した。Y1 に対しては、36 分の 34（17

億 3,227 万円）が請求された。
　Y2 は、平成 21 年 6 月 26 日から平成 30 年 6 月 22 日まで取締役を務め
ていた｡ Y2 は、人事部長、営業本部（後に事業推進本部）営業企画部長、事
業推進本部事業推進部長等を務めた後、平成 21 年 6 月 26 日に取締役に就
任するとともに事業推進本部副本部長兼事業推進部長となり、平成 22 年
4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までの間は営業部長も兼務し、同年 4 月
1 日から少なくとも本件違反行為終了日まで事業推進本部長を務めた。Y2

に対しては、全額が請求された。
　Y3 は、平成 24 年 6 月 28 日から令和 3 年 6 月 23 日までの間、同社の取
締役を務めた｡ Y3 は、平成 21 年 10 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日まで事
業推進本部工務部長を務め、同年 4 月 1 日から少なくとも本件違反行為終
了日まで事業推進本部副本部長兼工務部長を務めた。Y3 に対しては、36 分
の 31（15 億 7,942 万円）が請求された。
　Y4 は、平成 24 年 4 月 1 日から少なくとも本件違反行為終了日まで事業
推進本部副本部長兼製品事業部長を務め、平成 24 年 6 月 28 日から平成 29
年 6 月 23 日まで同社の取締役を務めた｡ また、取締役就任前には 9 社会
に出席していた。Y4 に対しては、36 分の 31（15 億 7,942 万円）が請求され
た。
　地裁は、Y1 から Y4 について、それぞれ次のように判示した。
　まず、Y4 が本件合意について取締役としての法令遵守義務に違反した
か否かについて、Y4 は、取締役就任前から「9 社会に出席していたのであ
るから、……取締役就任時において、……本件合意に基づき、世紀東急が
合材の販売価格の引上げを行っていたことを認識していたものと認めるの
が相当である｡ その上で、……被告 Y4 は、……取締役に就任してから平
成 27 年 1 月 27 日に至るまで、製品事業部長として、本件合意に従って、
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製品事業部方針を決定し、同方針に従って作成された社内通達の発出につ
いて事業推進本部長及び同副本部長の決裁を経た上で、社内通達等を通じ
てこれを指示していたことが認められる」とした65）。その上で、「取締役
は、会社を名宛人とし、会社がその業務を行うに際して遵守すべき全ての
法令を遵守する義務を負うものであるところ、被告 Y4 の……行為は、事
業者である世紀東急を名宛人とし、世紀東急が遵守すべき独禁法 3 条（独

禁法 2 条 6 項に規定する不当な取引制限の禁止）に違反する行為に該当する｡
［改行］したがって、被告 Y4 は、本件合意について取締役としての法令遵
守義務に違反したと認められる」とした66）（事実認定後のこの引用部分は、次

の Y2 及び Y3 も同様であるため、当該箇所で改めての記載はしない）。
　次に、Y2 が本件合意について取締役としての法令遵守義務に違反した
か否かについて、「世紀東急における合材の社外販売価格及び社内販売価
格に関する指示の決定は、建設事業を担当する工務部、合材事業を担当す
る製品事業部やその事業活動に影響を受ける他の部署における検討に加え
て、製品事業部及び工務部以外の部や執行役員及び取締役においても、製
品事業部及び工務部の上記検討の過程及び内容に少なくとも不合理な点が
ないか検証するとともに、会社全体の業績や経営計画への影響について、
各部の利益を超えた総合的な検討を行う必要があったはずである」とし67）、

「Y2 は、本件違反行為の始期……以前から取締役であり、事業推進本部副
本部長、事業推進部長及び営業部長を務めていたのであるから……、少な
くとも同月以降、本件合意の存在及び内容を認識していたものと認められ
る」とした68）。さらに、「Y2 は、少なくとも平成 23 年 3 月以降、本件合意
の存在及び内容を認識していたところ、本件違反行為が行われた期間であ

65）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9）資料版商事法務 459 号
の 142 頁。

66）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9）資料版商事法務 459 号
の 142 頁。

67）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9） 資料版商事法務 459 号
の 143 頁。

68）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9） 資料版商事法務 459 号
の 143 頁。
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る同月から平成 27 年 1 月 27 日に至るまで、製品事業部が本件合意に従っ
て合材の販売価格の引上げ方針を決定し、上記方針を世紀東急の指示内容
とすることを妨げず、かえって、事業推進本部本部長として、上記方針を
記載した通達の発出を承認したことが認められる」と認定した69）。
　Y3 は、Y2 の認定とほとんど同じなので省略する。
　最後に、Y1 が本件合意について取締役としての法令遵守義務に違反した
か否かについて、「Y1 は、……財務部長や執行役員を務めていたのである
から……、本件合意の存在及び内容を認識していたものと認められる」と
した70）。また、「Y1 は、……本件合意の存在及び内容を認識していたとこ
ろ、……製品事業部が本件合意に従って合材の販売価格の引上げ方針を決
定し、上記方針を世紀東急の指示内容とすることを妨げなかったことが認
められる」と認定した71）。その上で、「取締役は、会社を名宛人とし、会
社がその業務を行うに際して遵守すべき全ての法令を遵守する義務を負う
ものであるところ、Y1 の……行為は、事業者である世紀東急を名宛人と
し、世紀東急が遵守すべき独禁法 3 条（独禁法 2 条 6 項に規定する不当な取引

制限の禁止）に違反する行為を黙認したものである。［改行］したがって、
Y1 は、本件合意について取締役としての善管注意義務（法令遵守義務）に
違反したと認められる」と判示した72）。
　また、本件の損害について、「世紀東急は、……本件排除措置命令及び
本件課徴金納付命令を受け、本件課徴金納付命令に係る課徴金全額……を
納付したものである｡ ……Y らは、本件合意の存在及び内容を認識しなが
ら、本件違反行為に直接関与し又はこれを黙認したものであるから、少な
くとも Y らの法令遵守義務違反と世紀東急による本件自認課徴金額の納付

69）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9） 資料版商事法務 459 号
の 144 頁。

70）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9） 資料版商事法務 459 号
の 144 頁。

71）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9）資料版商事法務 459 号
の 144 頁。

72）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9）資料版商事法務 459 号
の 144 頁。
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との間に相当因果関係があることは明らかである」とした73）。したがって、
「Y らが世紀東急の取締役を務めていた時期と本件課徴金命令に係る課徴
金額の算定の基礎となる世紀東急の売上額に係る本件実行期間の重なりを
考慮すると、被告 Y らは、本件自認課徴金額のうち、原告 X の被告 Y ら
に対する各請求額相当額の損害を賠償する義務を負うというべきである」
と判示した74）。
　以上が地裁の判断である。高裁は、地裁の結論については修正せず、事
実認定を追加した。特に、Y1 については、「本件合意に基づく社会方針の
確認に直接関与したり、……これに基づく合材の販売価格の引上げに関す
る社内通達の発出に関わったりしたわけではない」が、「合材の販売価格
の引上げは、……会社全体の業績や経営計画を左右する重要な要素である
から、代表取締役としてその要否等に無関心でいることのできないもので
あり、合材の販売価格の引上げの要否等の問題は代表取締役として関心を
払うべき最重要事項の一つであるといえる」とした75）。「それにもかかわ
らず、……従前から代表取締役も経営会議で合材の販売価格の引上げにつ
いて報告を受けても意見を述べることはなく、控訴人 Y1 も代表取締役と
して経営会議に出席するようになってから、同様に、合材の販売価格の引
上げの要否等について自ら意見を述べることなかった。これは、控訴人 Y1

が代表取締役に就任した時点において、本件合意の存在及び内容並びに製
品事業部ないし事業推進本部が本件合意に基づく 9 社会方針に沿って合材
の販売価格を引上げることを既に認識し、それを容認していたからである
と認められる。そして、経営会議において、参加者から合材の販売価格の
引上げの要否等について質問がなかったが、合板の販売価格の引上げの達
成状況については必ず質問があり、控訴人 Y1 自身も質問をしていたのも

73）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9）資料版商事法務 459 号
の 145 頁。

74）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京地判・前掲註 9）資料版商事法務 459 号
の 145 頁。

75）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京高判・前掲註 9）LEX/DB 上の第 3 の 1
（30）。
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……、本件合意に基づく 9 社会方針に従った社内通達が発出されているこ
とを前提に、それに従って実際に合板の販売価格の引上げができているか
に関心を持っていたからであると理解するのが相当である」とした76）。
　本件は、独禁法違反行為として会社に課された課徴金について、取締役
の損害賠償責任を肯定し、実質的に課徴金相当額を転嫁することを認めた
現時点で唯一の裁判例である。なお、本件は、高裁判決後の令和 5 年 6 月
22 日に東京高裁にて和解が成立した。Y らは連帯して、1 億 2,000 万円を
世紀東急に支払うことなどが和解内容となっている77）。
2　住友電工株主代表訴訟事件78）

　住友電工は、平成 21 年 6 月、公取委から光ファイバーケーブル製品等
の販売に関してカルテルを結んでいた疑いで立入検査を受け（以下、「光ケー

ブル事件」）、また、同社は、平成 22 年 2 月、公取委から自動車用ワイヤー
ハーネス及び同関連製品等の販売に関してカルテルを結んでいた疑いで立
入検査を受けた（以下、「ワイヤーハーネス事件」）。
　住友電工は、光ケーブル事件について、同年 5 月、独禁法 3 条に違反す
る行為があったとして排除措置命令及び課徴金納付命令（67 億 6,272 万円）

を受け、ワイヤーハーネス事件については、平成 24 年 1 月、課徴金納付
命令（21 億 222 万円、排除措置命令はなし）を受け、それぞれ支払った。
　住友電工の株主である原告 X は、同社の取締役ら Y に対して、①上記
カルテルに関与又は黙認した過失、②カルテル防止に関する内部統制シス
テム構築義務違反、③課徴金減免制度に関する内部統制システム構築義務
違反、④実際に課徴金減免制度を利用しなかった過失又は他社に先駆けて
利用しなかった過失があるとして、上記課徴金全額につき、住友電工から

76）　世紀東急工業株主代表訴訟事件東京高判・前掲註 9）LEX/DB 上の第 3 の 1
（30）。

77）　世紀東急工業株式会社「株主代表訴訟の和解に関するお知らせ」（2023 年 6 月
22 日 , https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03190/eb84c0f5/eccb/4344/ 
8d9f/ee4fde3f55bc/20230622204120787s.pdf）。

78）　和解事案であるため、原告代理人「株主の権利弁護団」ホームページ内の
「住友電工株主代表訴訟事件」（https://kabunushinokenri.com/7414/）の記載
をもとにした。
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Y らに対して損害賠償請求をするよう求めたが、住友電工はこれを行わな
かった。そこで、X は、株主代表訴訟を提起した。
　和解内容は省略するが、本件事案の原告弁護団は、特に上記④について、

「光ケーブル事件については、会社ぐるみのカルテルが行われていたので
はないかと考えており、また住友電工が課徴金減免申請を怠り、多額の課
徴金の支払いを命じられたことについては、取締役らの善管注意義務違反
は免れないと判断していた」とされる79）。
3　野村證券損失補填株主代表訴訟事件80）

　事案の概要は、次のとおりである。野村證券は、東京放送が大口顧客の
一つだった。東京放送は、平成元年 4 月、住友信託銀行との間で、東京放
送を委託者、同銀行を受託者とし、期間を平成 2 年 3 月までとする特定金
銭信託契約を締結して 10 億円を信託し、これに基づき同銀行が野村證券
に取引口座を開設して、有価証券の売買による東京放送のための資金運用
が開始された。この取引では、東京放送が投資顧問業者との間で投資顧問
契約を締結しておらず、専ら証券会社が委託者に代わって信託銀行に指図
する営業特金によるものであった。しかし、株式市況の急激な悪化によっ
て、平成 2 年 2 月末頃には、損失額は約 3 億 6,000 万円となっていた。
　平成元年 12 月、証券会社の大口顧客に対する損失補塡が社会問題とな
るなかで、当時の大蔵省が通達を発し、法令上の禁止行為である損失保証
による勧誘や特別の利益提供による勧誘はもとより、事後的な損失の補填
や特別の利益提供も厳にこれを慎むこと、特金勘定取引について、原則、
顧客と投資顧問業者との間に投資顧問契約が締結されたものとすること等
について、証券会社に周知徹底させるべきものとした。
　これを受けて、日本証券業協会もすぐにこれに基づく規定を置いた。し
かし、証券業界では、前記通達等の主眼が早急に営業特金の解消を求める
点にあると理解し、株式市況が急激に悪化する中で顧客との関係を良好に
維持しつつ営業特金の解消を進めていくためには、損失補填を行うことも

79）　前掲註 78）記載のホームページ内。
80）　最判平成 12 年 7 月 7 日（平成 8 年（オ）第 270 号）民集 54 巻 6 号 1767 頁。
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やむを得ないという考え方が大勢だった。
　野村證券も、平成 2 年 3 月、同社の専務会において、東京放送ほかの顧
客に生じた損失について総額約 161 億円の補填をすることが提案され、了
承され、同月実行された。その方法は、野村證券が当該大口顧客に売却し
た外貨建てワラントを即日買い戻すという相対取引により実施された（本

件損失補塡）。これにより、大口顧客は営業特金による損失が補填され、営
業特金も解消された。また、本件損失補填後、東京放送との取引は継続さ
れ、野村證券は同社との取引により利益も得ている。
　本件損失補填について、旧商法 266 条 1 項 5 号違反だとして、取締役の
責任を追及する株主代表訴訟が提起された。すなわち、原告側は、本件損
失補填が現在の一般指定 9 項に該当し、独禁法 19 条違反であると主張し
た。
　最高裁は、「証券会社が、一部の顧客に対し、有価証券の売買等の取引
により生じた損失を補てんする行為は、証券業界における正常な商慣習に
照らして不当な利益の供与というべきであるから、野村證券が東京放送と
の取引関係の維持拡大を目的として同社に対し本件損失補てんを実施した
ことは、一般指定の 9（不当な利益による顧客誘引）に該当し、独占禁止法 19
条に違反するものと解すべきである。そして、独占禁止法 19 条の規定は、
同法 1 条所定の目的達成のため、事業者に対して不公正な取引方法を用い
ることを禁止するものであって、事業者たる会社がその業務を行うに際し
て遵守すべき規定にほかならないから、本規定［旧商法 266 条 1 項 5 号］
にいう法令に含まれることが明らかである」とした81）。
　しかし、「株式会社の取締役が、法令又は定款に違反する行為をしたと
して、本規定に該当することを理由に損害賠償責任を負うには、……違反
行為につき取締役に故意又は過失があることを要するものと解される」と
した82）。本件についてみると、「本件損失補てんを決定し、実施した平成
2 年 3 月の時点において、その行為が独占禁止法に違反するとの認識を有

81）　野村證券損失補填株主代表訴訟事件・前掲註 80）民集 54 巻 6 号の 1775 頁。
82）　野村證券損失補填株主代表訴訟事件・前掲註 80）民集 54 巻 6 号の 1776 頁。
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するに至らなかったことにはやむを得ない事情があったというべきであっ
て、右認識を欠いたことにつき過失があったとすることもできないから、
本件損失補てんが独占禁止法 19 条に違反する行為であることをもって、
被上告人らにつき本規定に基づく損害賠償責任を肯認することはできない」
とした83）。
　この事件は、取締役が違法性認識のできないやむを得ない事情があった
として、損害賠償責任を認めなかった事例である。なお、この判決は、旧
商法 266 条 1 項 5 号の「法令」について、非限定説を採った判例としても
紹介される84）。

四　学説分析

　法人に対する罰金・課徴金について、これらを分けて、取締役に転嫁す
ることの是非に関する学説を分析する。各論者の基本的立場として、取締
役の損害賠償責任を認め、罰金・課徴金を転嫁することに賛成する学説を
責任肯定説、反対する学説を責任反対説として整理する。

（一）　罰金に関する学説

1　責任否定説
　責任否定説の嚆矢となったのは、上村達男教授の見解である。上村教授
は、日本航空電子工業株主代表訴訟事件の評釈の中で、「［外為法 73 条の］
両罰規定の趣旨は、会社が会社の代表者、使用者等に成り代わって支払う
ものではなく、これとは別に法人自体に直截に罰金を課すことで、会社と
しての姿勢を正すところに目的がある」とし85）、会社に科された罰金を取
締役の損害賠償の対象とすることに批判的な態度を見せた。また、その後
の大和銀行株主代表訴訟事件で、上村教授は、高裁に意見書を提出してお

83）　野村證券損失補填株主代表訴訟事件・前掲註 80）民集 54 巻 6 号の 1777 頁。
84）　本稿註 41）参照。
85）　上村達男「地判評釈」商事法務 1434 号（1996）9、13 頁。
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り、そこでも同様の見解を示した86）。商法学において、罰金・課徴金につ
いて取締役の任務懈怠との因果関係が認められれば、取締役に賠償責任を
認めることが暗黙の前提になっていたことを踏まえれば87）、注目すべき見
解だったと言える。
　また、佐伯仁志教授も日本航空電子工業株主代表訴訟事件を契機として、
同様の見解を示した。すなわち、法人処罰規定は、法人固有の刑事責任を
問うものであり、特定個人の意思決定に対する非難ではないと捉えること
で、取締役の善管注意義務違反と会社による罰金支払との間には法的因果
関係がないと解すべきとする88）。また、法人重科の規定は、法人の資力を
考慮して科されており、そうした資力を有しない自然人（取締役）に転嫁
することは過剰な制裁であり、自然人も刑罰を科されている場合には実質
的な二重処罰にもあたるとしている89）。
　また、松井秀征教授も、法人処罰規定が両罰規定であり、また法人重科
となっていることから、法人に対する罰金に対して、取締役の損害賠償責
任を認めることは法が想定していないとする90）。したがって、法人に科さ
れた罰金について、取締役の任務懈怠と因果関係のある損害ではないとい

86）　上村達男「取締役が対会社責任を負う場合における損害賠償の範囲」商事法
務 1600 号（2001）4、8-9 頁参照。

87）　松井秀征「会社に対する金銭的制裁と取締役の会社法上の責任」江頭還暦・
前掲註 41）549、560 頁、弥永真生『会社法の実践トピックス 24』（日本評論
社、2009）189 頁。

88）　佐伯仁志『制裁論』（有斐閣、2009）159-161 頁（初出：佐伯仁志「法人処罰
に関する一考察」芝原邦爾ほか編『松尾浩也先生古稀祝賀論文集 上巻』（有斐
閣、1998））。川崎友巳『企業の刑事責任』（成文堂、2004）415 頁も責任否定
説に立つ。

89）　佐伯教授の見解は、責任否定説の有力な見解としてしばしば紹介される。し
かし、佐伯教授自身、「会社の法令違反について非難すべきなのは違反行為を
行った役職員やこれを防止できなかった役員であって、会社はいわば被害者で
あるから、罰金の転嫁によって責任のある者が『処罰』されることが望まし
い、という考えもあり得る」としており、この問題の難しさが垣間見える。佐
伯仁志「企業のコンプライアンスと刑法の役割」金融・商事判例 1575 号

（2019）1、1 頁。
90）　松井・前掲註 87）574-578、584-586 頁。
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う解釈を採ることを主張する91）。
2　責任肯定説

　法人に対する罰金にかかる取締役の責任を否定する際の根拠は、①刑罰
の一身専属性、②両罰規定による実質的二重処罰、③法人重科による取締
役個人への過剰な制裁の 3 つにまとめられる92）。したがって、これらの観
点について、責任肯定説がどのように捉えているのかを確認する。
　まず、責任肯定説は、上記①の観点から、そもそも法人に科された罰金
を「転嫁」しているという見方に否定的である。すなわち、笠原武朗教授
は、取締役への罰金相当額の損害賠償責任を認めることは、刑事法による
刑罰の一身専属性の本質的要請とは異なっており、「刑事罰のスティグマ
効果は損害賠償を通じて転嫁できるものではない」とする93）。これは、法
人処罰の目的は法人に罰金を科し、それに付随して法人の社会的名誉が低
下することによって達成されるということを主張するものである。しかし、
この考えに基づけば、社会的名誉が低下する何らかの制裁を科せば良くな
り、法人に罰金を科す根拠が見当たらなくなる可能性が出てくるようにも
思われる94）。
　また、松井英樹教授は、刑事法上の責任と、民事法上の損害賠償責任は
別次元の問題として位置づけることができるため、罰金の転嫁や二重処罰
の議論がここで登場することについて、論理的に疑問があるとする95）。
　このように、笠原教授と松井英樹教授は、その根拠は異なるものの法人
に科された罰金について、取締役にその責任を「転嫁」することには消極

91）　松井・前掲註 87）586 頁。
92）　髙橋陽一「法人に対する罰金・課徴金と役員等の損害賠償責任 オリンパス事

件を手がかりとして」JSDA キャピタルマーケットフォーラム（第 3 期）論文
集（2021）75、84 頁。

93）　笠原武朗「会社への制裁と取締役の会社に対する損害賠償責任」山田泰弘＝
伊東研祐編『会社法罰則の検証』（日本評論社、2015）298 頁註 13。

94）　同趣旨として、佐伯仁志「法の実現手段」長谷部恭男ほか編『岩波講座現代
法の動態（2）法の実現手法』（岩波書店、2014）9 頁。

95）　松井英樹「取締役の法令違反行為と賠償責任額の範囲」東洋法学 62 巻 3 号
（2019）89、99-100 頁。
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的であるものの、結果としてその責任を認めること、すなわち、実質的に
転嫁する結果になることには肯定的であると言える。つまり、両名の見解
は、責任否定説の①刑罰の一身専属性、②両罰規定による実質的二重処罰
の問題について、罰金と損害賠償責任の形式的違いを強調することで、取
締役への損害賠償の際に、その根拠となった金銭的損害の性質を問わない
ようにしている96）。
　また、大島一輝専任講師は、責任肯定説のもとでは、法人処罰の規定の
抑止効果は、取締役に移転することになり、そのことが過剰制裁になるか
否かという次元での問題にはなるものの、それをもって法人処罰の目的達
成が阻害されるものではないとする97）。新井弘貴准教授は、罰金の転嫁を
当初から否定すると仮定した場合に、取締役個人に対する制裁は、当該個
人への罰金で十分という考えに至ることになるが、それだけでは違反行為
の抑止や予防的効果が不十分である場合も生じるとする98）。その上で、法
人に科された罰金を、取締役に転嫁することを認めることにより、当該リ
スクの存在を法人の構成員に対して警告しておくことに有用性があるとす
る99）。また、得津晶教授も、取締役に違反行為のディスインセンティブを
与えることができるとする100）。これらは法人に対する罰金と取締役の責任
について、笠原教授らよりも連続性の中で捉えているように見える。
　次に、上記③の法人重科による過剰制裁に関して見ていくと、弥永真生
教授は、法人が支払った罰金相当額について、取締役に十分な資力がなけ
れば、会社財産を回復できないために、法人処罰規定の趣旨は没却されな
いとすることで101）、過剰な制裁にはなりづらいことを示唆している。ま

96）　尾高秀明「オリンパス事件高判評釈」ジュリスト 1550 号（2020）124、127
頁も参照。

97）　大島一輝「継続開示書類の虚偽記載における会社の罰金・課徴金と会社法
423 条 1 項」法学政治学論究（慶應義塾大学）129 号（2021）33、53 頁。

98）　新井弘貴「法人が負担した罰金・課徴金と取締役の損害賠償責任」大東文化
大学法学研究所報 40 巻（2020）17、23 頁。

99）　新井・前掲註 98）23 頁。
100）　得津晶「世紀東急工業株主代表事件地判評釈」資料版商事法務 460 号（2022）

146、153 頁。
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た、髙橋陽一教授も、取締役に対して損害賠償責任を追及する際、制裁の
実質的な大きさは取締役個人の資力によって制限され、「多額の損害賠償
を命じることは多額の罰金の支払を命じることと実質的・経済的に大きく
異なる」としている102）。さらに、責任否定説の佐伯教授は、仮に取締役へ
の転嫁を認めるとしても、その範囲は取締役の責任に見合った額に限定さ
れるべきとする103）。

（二）　課徴金に関する学説

1　責任否定説
　佐伯教授は、課徴金には、違法な利益を剝奪するという目的があるとこ
ろ、会社が支払った課徴金につき、取締役に賠償責任を認めると、会社に
違法な利益の保持を認めることになり、不当であるとする104）。また、課
徴金を制裁と解するとしても、責任主義の観点から、「代理処罰」になる
ため、取締役への転嫁に反対する105）。
　また、松井秀征教授は、課徴金減免制度に関して、仮にこれを利用して、
課徴金が減額されたとしても、その課徴金相当額が取締役に転嫁され得る
ことには変わりがないから、かえって制度の利用が躊躇われるのではない
か、と指摘する106）。さらに、公取委委員の経験がある浜田道代教授は、課
徴金の取締役への転嫁を肯定すると、過剰制裁の懸念があるとして、責任
否定説を採る107）。また、得津教授は責任肯定説ではあるものの、取締役に
課徴金相当額の全額を転嫁することには消極的姿勢を見せる108）。

101）　弥永・前掲註 87）190 頁。
102）　髙橋・前掲註 92）88 頁。
103）　芝原邦爾ほか編著『経済刑法 実務と理論』（商事法務、2017）152 頁註 90〔佐

伯仁志執筆〕。
104）　佐伯・前掲註 88）160-161 頁。
105）　佐伯・前掲註 94）20 頁。
106）　松井・前掲註 87）581 頁。
107）　浜田道代「カルテル課徴金の役員への転嫁に関する一考察 世紀東急工業株主

代表訴訟事件を契機として」商事法務 2319 号（2023）4、15 頁。
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2　責任肯定説
　責任肯定説は、罰金とは異なり、会社が支払った課徴金について、取締
役に損害賠償責任を負わせることの理論的ハードルは低いとされる109）。
一方で、責任否定説からの指摘は、①独禁法における課徴金の性格がどの
ようなものであるのか、②課徴金減免制度の存在をどのように捉えるか、
ということにまとめられるため、これらの観点から見ていく。
（1）　独禁法の課徴金の性格
　独禁法の課徴金は、同法昭和 52 年改正110）で導入された。導入された当
時は、二重処罰の禁止（憲法 39 条）との抵触を避けるため、不当な利得を
剥奪するための制度であると説明されていた111）。この考え方は、独禁法平
成 3 年改正112）においても維持されていた113）。仮に課徴金の法的性格を、
不当な利得の剥奪と捉えると、それを取締役に転嫁することは、会社が不
当な利得を回復することになるため、取締役の責任を否定する方向に議論
が進むことになる114）。
　しかし、平成 17 年改正を経て、課徴金の法的性格が不当な利得の剥奪
から、「行政上の制裁」になったと言われる115）。これは、当時、課徴金制
度を創設するにあたって、二重処罰の禁止との兼ね合いとの問題で、これ
を乗り越えるための説明として不当な利得の剥奪という考え方が用いられ
たが、制裁としての性格を認めたとしても二重処罰の禁止との関係で問題
が生じないことが明らかになったからである116）。

108）　得津晶「世紀東急工業株主代表訴訟事件高判評釈」ジュリスト 1587 号（2023）
6、7 頁。

109）　弥永・前掲註 87）191-192 頁、笠原・前掲註 93）300 頁。
110）　昭和 52 年法律第 63 号。
111）　公正取引委員会事務局官房企画課「独占禁止法改正の要点」公正取引 320 号

（1977）15、15 頁。
112）　平成 3 年法律第 42 号。
113）　「第 120 回衆議院 商工委員会議録」8 号（1991 年 3 月 13 日）2 頁 2 段目〔梅

澤節男公正取引委員会委員長発言〕。
114）　佐伯・前掲註 88）161 頁、松井・前掲註 87）579 頁参照。
115）　伊永大輔『課徴金制度 独占禁止法の改正・判審決からみる法規範と実務の課

題』（第一法規、2020）18 頁。
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　もっとも、過去に高裁段階では、「独占禁止法は、カルテル行為に対し
ては別途刑事罰を規定しているから、課徴金の納付を命ずることが制裁的
色彩を持つとすれば、それは二重処罰を禁止する憲法 39 条に違反するこ
とになる」として117）、課徴金が制裁的性格を持つことを否定する判断も
存在した。しかし、シール談合課徴金事件118）で最高裁は、課徴金が刑罰
と併存しても憲法上の問題にはならないことを指摘した119）。さらに、日
本機械保険連盟事件120）の最高裁も、「課徴金の額はカルテルによって実際
に得られた不当な利得の額と一致しなければならないものではないという
べきである」と判示した121）。
　一連の最高裁判決を見ると、課徴金が制裁的性格を有していても、二重
処罰の禁止との関係では、問題にならないことを示していると言える122）。
すなわち、刑罰が当該行為の反社会性ないし反道徳性に着目するものに対
して、課徴金は、法に規定された違反があれば原則的に課され、当該違反
の抑止を目的とする「行政上の措置」であるため、二重処罰の問題は生じ
ないと考えられている123）。
　このように、現在では、課徴金が不当な利得を剥奪する性格から、制裁

116）　白石・前掲註 8）718 頁。
117）　東京高判平成 13 年 2 月 8 日（平成 12 年（ネ）第 2915 号）審決集 47 巻 690、

698 頁〔シール談合不当利得〕。
118）　最判平成 10 年 10 月 13 日（平成 9 年（行ツ）第 214 号）審決集 45 巻 339 頁。
119）　シール談合課徴金事件・前掲註 118）審決集 45 巻の 340 頁。本判決は、旧

法人税上の追徴税と罰金の併科が憲法 39 条違反ではないことを判示した最大
判昭和 33 年 4 月 30 日（昭和 29 年（オ）第 236 号）民集 12 巻 6 号 938 頁〔法
人税法追徴税〕を引用している。

120）　最判平成 17 年 9 月 13 日（平成 14 年（行ヒ）第 72 号）民集 59 巻 7 号 1950
頁。

121）　日本機械保険連盟事件・前掲註 120）民集 59 巻 7 号の 1954-1955 頁。
122）　過少申告加算税（国税通則法 65 条）と重加算税（同法 68 条 1 項）が問題と

なった最判昭和 58 年 10 月 27 日（昭和 56 年（行ツ）第 139 号）民集 37 巻 8
号 1196 頁は、これらの税が「行政上の制裁として賦課されるもの」として（同
1198 頁）、「制裁」であることを認めている。

123）　白石・前掲註 8）716 頁。
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的性格が肯定されるようになったと言える。しかし、現在も課徴金制度が
検討される際には、不当な利得が一つの基準として設計されている。すな
わち、令和元年改正の国会審議でも、公取委は、課徴金制度を「違反行為
に基づく不当利得相当額をベースとしつつ、不当利得相当額以上の金銭を
徴収する……仕組み」だとされている124）。また、現在の課徴金の基本算
定率である 10％に引き上げられた平成 17 年改正にかかる国会審議でも、

「8％程度はいわゆる不当な利得と考えられるものが存在する……。……こ
の不当利得相当額を多少超えて金銭を徴収する必要があるのではないか」
との公取委による説明を確認することができる125）。これらを踏まえると、
8 ％が不当な利得を剥奪するもので、 2 ％が社会的損害等であるとしてい
るようにも見える126）。
　また、最高裁により、罰金と課徴金の二重処罰の問題や、それを回避す
るための不当な利得の剥奪に重きを置いた説明の必要性がなくなっている
ことを踏まえて、課徴金の制度設計として、不当な利得を基準すべきでは
ないということも指摘がされている127）。実際に、法制度としても、違反行
為の繰り返しや主導をした者への算定率の加重（7 条の 3）や、課徴金減免
制度（7 条の 4 〜 7 条の 6）については、不当な利得との関係性を崩してい
る128）。
　以上のとおり、課徴金制度が設計された当初は、不当な利得の剥奪とい
う説明がされ、近年の改正の際にも、それが制度構築の際の一つの指標に
はなっている。ただ、理論上はその説明をしなければならない必要性はな
く、制裁としての性格を認めることの障害もない状況だと言える。また、
課徴金に制裁的性格を認めることによる代理処罰の懸念も示されていた。

124）　「第 198 回衆議院 経済産業委員会議録」13 号（2019 年 5 月 22 日）6 頁 2 段目
〔菅久修一公正取引委員会事務総局経済取引局長答弁〕。

125）　「第 162 回衆議院 経済産業委員会会議録」3 号（2005 年 3 月 9 日）10 頁 4 段
目〔石木俊治内閣法制局第四部長答弁〕。

126）　泉水・前掲註 21）695 頁。
127）　河谷清文「独禁法における課徴金の役割」日本経済法学会年報 41 号（2020）

19、28-30 頁。
128）　白石・前掲註 8）719 頁。
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しかし、課徴金は罰金とは性格を異にする「行政上の措置」であることは、
最高裁も認めるところであり、両者を同質に捉えることはできないと考え
られる129）。
（2）　取締役責任論からみる課徴金減免制度の存在
　減免申請における取締役の問題を含む対応については、2 つのパターン
に分けて考えることができる。まず、減免申請を一切せず、順位による減
免を受けないパターンである（7 条の 4）。住友電工株主代表訴訟事件は、
このパターンに属し、減免申請を行わなかったことにより、事業者に課さ
れた課徴金が減免申請した場合よりも多かった点を取締役の過失と捉えて
訴訟が提起され、和解に持ち込まれた事例だった130）。
　もう一つは、順位による減免申請はしたものの、その後、調査協力減算
制度を利用しないパターンである（7 条の 5）。これは、令和元年改正によ
り新しく生じたものである。例えば、公取委による調査開始前第 2 位で申
請をしたことにより、20％の減免を受けたものの、その後に当該制度を利
用しない、ということが想定される131）。仮に当該制度を利用していれば、
さらに最大 40％減算され、当初の課徴金額から合計 60％減じられる可能
性があったにもかかわらず、その機会を利用せずに 20％のみの減免で済ま
せた、というような場合には、取締役の過失として株主等が指摘を行うこ
とは可能であると思われる132）。
　現行の制度では、課徴金が全額免除される事業者は、公取委の調査開始
前に、最初に報告した事業者のみである。したがって、それ以外は、課徴
金減免制度を利用したとしても、最大 60％が減額されるに留まる。そのこ

129）　髙橋・前掲註 92）90 頁。
130）　本稿三（二）2 参照。
131）　調査協力減算制度は、5 項通知の後、事業者からの公取委への申出によって

協議が始まり、合意に至る制度である。そのため、調査協力減算制度を利用す
るかどうかの判断は、公取委ではなく事業者側にある。

132）　さらに踏み込んで、公取委への調査協力度合いが不十分で上限の減算率が得
られなかったことを理由とする取締役の過失を問うシナリオも想定されてい
る。長澤哲也ほか「最新・改正独禁法と実務 令和元年改正・平成 28 年改正」

（商事法務、2020）200 頁〔酒匂景範執筆〕。
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とは、会社が支払った課徴金について、事後に自らに転嫁される可能性の
ある取締役にとって、課徴金減免制度の利用を躊躇う事情になるのではな
いかと指摘される133）。しかしながら、減免申請をした事業者が 1 社でもい
れば、当該価格カルテルや入札談合に参加した事業者は事実上明らかにさ
れる以上、むしろ少しでも早期に順位による減免申請を行い、順位に基づ
く減免率を確保することに対するインセンティブの方が強く働くものと通
常考えられ134）、こうした見方がより説得的であると言える135）。また、上
記のとおり、調査協力度合いにより減算率が大きくなることを踏まえれば、
取締役は、将来的な課徴金の自らへの転嫁を覚悟しつつも、それを可能な
限り小さく抑えようというインセンティブが、より強く働くものと思われ
る。
　ただし、問題となっている行為が外国との取引（いわゆる国際カルテル）

を含み、海外当局からの罰金・課徴金や民事訴訟による多額の損害賠償請
求等が行われる可能性がある場合には、法域により制度が異なるため、問
題は複雑化する136）。例えば、早期に公取委に減免申請をしたことがきっか
けで、海外当局も当該行為の存在を探知する場合もあり、そこから多額の
罰金・課徴金を会社が支払う必要が出てくる可能性もある137）。しかし、
どの法域であっても、早期に申請を行えば行うほど、金銭的負担は小さく
なる傾向にある138）。したがって、社内でカルテルの存在が明らかになった
際には、基本的には公取委を含めた関係国の競争当局に早期に申請を行う

133）　松井・前掲註 87）580-581、585-586 頁。
134）　笠原・前掲註 93）301 頁。弥永・前掲註 87）192 頁註 23 も参照。
135）　髙橋・前掲註 92）91 頁。
136）　例えば、米国では課徴金減免制度と類似するリニエンシー制度がある。しか

し、この利用が認められるのは、申請順位第 1 位の企業のみとなっており、こ
れを利用できない企業は司法省と司法取引を行い、制裁の軽減に努めることに
なる。また、反トラスト法の民事訴訟では、実損害額の 3 倍の損害賠償請求が
行われるが、リニエンシー制度を利用できた企業はこの賠償について、反トラ
ス ト 刑 事 罰 強 化・ 改 革 法（Antitrust Criminal Penalty Enhancement and 
Reform Act, ACPERA）により、免除されることになっている。この法律は、
時限立法だったが、2020 年に恒久法となった。同法は、当局へのカルテル行
為の申告を促していると言える。
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ことが必要である。そのため、国際的な事案であっても、日本の課徴金減
免制度を利用するインセンティブが削がれる懸念は小さいと考えられる。

（三）　小　括

　罰金・課徴金にかかる学説について、責任否定説を見た後、それを反証
する形で責任肯定説をそれぞれ確認した。特に、罰金について、責任否定
説が懸念している刑罰の一身専属性の問題は、結局のところ、法人に対す
る罰金刑の意義をどのように理解するかにかかっている139）。
　また、二重処罰の懸念は、それが過剰であるか、ということが問題にな
るに過ぎず、罰金と課徴金の併科（課）の憲法上の問題は、自然人に過大
な責任を負わせることにならないか、という比例原則の問題に収斂される
見解が支配的である140）。また、過剰な金銭的負担という観点からは、責任
肯定説のように、刑事法上の刑罰とは切り分けられた民事法における損害
賠償責任追及の場では、結果として巨額の損害賠償責任を課されることも
やむを得ないと思われる141）。一方で、責任否定説は、これらを連続性の中
で捉えている。すなわち、会社が罰金・課徴金を支払ったことで、それぞ
れの目的を達成したとみるかどうかの違いが、この論点にかかる「根本的
な対立点」と言える142）。
　課徴金との関係では、不当な利得の剥奪をするという目的から矛盾する
という責任否定説の考え方は、根拠として弱いことを指摘した。また、課
徴金を制裁と捉えることによる代理処罰の懸念も、罰金と課徴金は異質な

137）　本稿三（一）2 〜 4 で見たとおり、外国法令に違反して、会社が罰金・課徴
金等を受けた場合にも、取締役への当該罰金・課徴金等相当額の転嫁があり得
る。外国法令と取締役の責任について、舩津浩司「法令遵守に係る取締役の義
務と責任に関する基礎的考察 : 外国法令の遵守を素材として」同志社法学 61
巻 2 号（2009）333、346-350 頁参照。

138）　長澤ほか・前掲註 132）201 頁〔酒匂執筆〕。
139）　髙橋・前掲註 92）86 頁。
140）　宍戸常寿「課徴金制度と二重処罰」ジュリスト 1560 号（2017）37、39 頁。
141）　髙橋・前掲註 92）88 頁。
142）　大島・前掲註 97）46 頁。
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ものであると論じた。課徴金減免制度との関係も、取締役がこれを利用す
ることへの躊躇いよりも、早期に減免申請を行うことへのインセンティブ
の方が基本的には大きいと考えられる。

五　考　察

　ここまで会社に科（課）された独禁法上の罰金・課徴金を取締役に転嫁
することは可能であるのか、という観点で、それに関する裁判例と学説を
確認した。
　本章では、事業者に課された独禁法上の課徴金について、取締役の責任
を認めて転嫁できるのか、ということについて、これまでの議論を踏まえ
て考察する。裁判としてその態度を明らかにしたのは、現状、世紀東急工
業株主代表訴訟事件のみであることから、本件で行われた解釈からどのよ
うな考え方があり得るのかを分析する。特に、責任否定説における過剰な
金銭的負担になり得るという指摘に対して、過剰になり得るから一切の転
嫁を否定すべき、とするのではなく、解釈として負担額を減らすことがで
きないか、という観点で検討することとする。
　まず、この事件を再度確認すると、事件当時は令和元年改正前であるた
めに、調査協力減算制度がなく、減免申請の順位のみに基づいて減免率が
決められていた。世紀東急は、減免申請を行っており、30％の減額が行わ
れた後の課徴金額である 28 億 9,781 万円のうち、自認課徴金額の 18 億
3,417 億円について、Y らへの転嫁が問題になった事例だった。
　地裁、高裁はともに取締役の損害賠償責任を肯定し、転嫁が全額認めら
れる結果となった。すなわち、会社法 423 条 1 項の要件に従って見ていく
ならば、①取締役の任務懈怠、すなわち、法令遵守義務があり、②課徴金
の支払いという形で会社の損害が発生し、③取締役の任務懈怠と損害との
間に相当因果関係があり、④当該任務懈怠が取締役の故意または過失によ
るものだった、ということになる143）。

143）　本稿二（四）参照。
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　①について、直接的には価格カルテルに関与していなかった代表取締役
Y1 は、「善管注意義務（法令遵守義務）に違反した」とされた。一方で、他
の取締役 Y2 〜 Y4 は「法令遵守義務に違反した」と判示されており、若干
の違いがある。この違いについて、Y1 が直接に法令に違反をしたのではな
く144）、Y2 〜 Y4 の任務懈怠行為（独禁法違反行為）を認識していたにもかか
わらず、黙認した点を監視義務違反として構成したと解されている145）。
　次に、②については、特段の言及はないものの、課徴金の支払いを会社
資産の流出と捉え、これを「損害」としているものと思われる。金銭の流
出を「損害」と捉えることは、通常問題ない146）。責任否定説を採る立場は、
解釈の中で課徴金を「損害」と解さないようであるが147）、そうした解釈を
とらなければならない明確な根拠は見出し難く、強引な解釈と言わざるを
得ない148）。
　また、③についても、判決は、法令違反行為への直接の関与、または黙
認が課徴金納付という結果をもたらしていることから、相当因果関係が
あったことは明らかであるとしている。すなわち、「損害」にかかる解釈
と同様に詳細な解釈は展開されていないが、Y らに同様の相当因果関係を
肯定している。このような認定は、被告である Y らが、独禁法違反がない
ために法令遵守義務違反がない、という主張に終始していたことに原因が
あると思われる149）。Y らの主張次第では、（罰金が問題になった事案ではある

ものの）大和銀行株主代表訴訟事件のように、取締役らの本件違反行為に

144）　取締役自身が違反行為に関与（実行、指示）しているかどうかで、法令遵守
義務の適用を決めることは合理的ではないという指摘がある。伊勢田道仁「地
判評釈」法と政治（関西学院大学）74 巻 3 号（2023）1、8-9 頁。

145）　得津・前掲註 100）150 頁、木下崇「地判評釈」新・判例解説 Watch 商法
No.173（2023）1、3 頁。「不作為による法令遵守義務違反」という見解もあ
る。遠藤元一「高判評釈」上智法学論集 67 巻 1-3 号（2023）129、135 頁。

146）　山部俊文「地判評釈」ジュリスト 1582 号（2023）97、100 頁。
147）　松井・前掲註 87）586 頁。
148）　伊勢田・前掲註 144）10 頁、山部・前掲註 146）10 頁。金商法上の課徴金の

解釈を念頭にしたものだが、同趣旨として、大島・前掲註 97）53 頁。
149）　得津・前掲註 100）149 頁。
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対する関与度合いにより、割合的因果関係という考え方を使って、一人当
たりの損害賠償責任額を低くすることはできたかもしれない150）。本件の場
合、特に、価格カルテルに直接的に関与した Y2 〜 Y4 と、黙認したとされ
る Y1 で、相当因果関係を同様に評価したことになるが、Y らの主張内容
によっては、さらに検討の余地があった可能性も排除できないのではない
かと思われる151）。もっとも、判決では詳細な考え方が書かれているわけで
はないが、Y1 については、高裁であえて事実認定を追加しており、直接関
与していた Y2 〜 Y4 と同様の法的評価が行える水準だったことを示そうと
したものと評価できる。
　④については、取締役らが故意または過失がないこと、すなわち、帰責
事由がないことを主張する必要があるということになる。本件では、取締
役らに故意、過失がないことを本来であれば主張させるべきにもかかわら
ず、それが行われていない可能性があるとして、裁判所の法的観点指摘義
務違反の疑いを指摘する見解もある152）。ただし、結論として損害賠償責任
を肯定している以上は Y らに帰責事由があった、ということなろう。本件
では、すでに述べたとおり、違反行為はなかったという主張のみが展開さ
れたために、その主張が退けられると、X（株主）の請求内容が全て認めら
れるという形になったのではないかと推測される。この事件で特徴的なこ
とは、繰り返しになるが Y2 〜 Y4 は自らも価格カルテルに関与しており、
また、価格カルテルが独禁法上違反であるということは比較的容易に認識
できたであろう153）、という点である。したがって、仮に帰責事由の有無を
真正面から取り扱ったとしても、Y らに帰責事由がなかったと認められる
ハードルは高かったのではないかと思われる。実際、本件における価格カ

150）　本稿三（一）3 参照。取締役の在任期間に応じて賠償額が請求されている点
について、割合的認定が考慮されていると評価する余地があるとする見解があ
る。遠藤・前掲註 145）139 頁。

151）　本件においては、Y らの賠償額の限定は困難だったと明確に示す見解もあ
る。伊勢田・前掲註 144）10 頁。

152）　得津・前掲註 100）149 頁。
153）　山部・前掲註 146）100 頁。
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ルテルへの Y2 〜 Y4 の認識は詳細に各人毎に事実認定がなされており、帰
責事由がなかったとすることは判決の内容を見る限りでは難しいと言える。
また、価格カルテルに直接には関与していなかった Y1 も、本件で価格カ
ルテルの対象となった合材の販売価格が、世紀東急全体の業績や経営計画
を左右する最重要事項であるにもかかわらず、それに関して意見をしてい
ないという不自然さが強調されている154）。
　本件では、価格カルテルの合意にかかる取締役らの認識については、こ
のような推認方法が用いられた。では、仮に法令違反の認識がない場合は、
どうなるのか。例えば、野村證券損失補填株主代表訴訟事件では、本件損
失補填が独禁法違反であるか否かの認識について、当初、公取委がこれを
独禁法違反との見解を採っていなかったという事情が重視された155）。すな
わち、取締役が本件損失補填について、独禁法の違法性を認識できない

「やむを得ない事情」があったとされ、損害賠償責任が否定された156）。一
方で、世紀東急工業株主代表訴訟事件では、違法性の判断が比較的容易な
価格カルテルだった点を踏まえると、価格カルテルの存在を知りながら、
法令違反の認識がなかった、ということは難しいと言える。
　また、仮に取締役らが価格カルテルの存在自体を認識していない場合も、
過失がなかったということは難しいとされる157）。この場合、取締役自身の
法令遵守義務違反が問われるというよりも、取締役として会社の業務の適
正を確保するために必要な体制158）、すなわち内部統制システムの整備義務

154）　経営会議等で、最重要製品の販売価格について、「沈黙が支配するのは奇異」
とされる。柏木裕介「地判評釈」ジュリスト 1576 号（2022）6、7 頁。

155）　白石忠志『独禁法事例集』（有斐閣、2017）134 頁。
156）　本稿三（二）3 参照。顧客の有価証券等に損失が発生した後、損失補填が当

時の証券取引法（現在の金商法）において明文で禁止されるのは、同法平成 3
年改正（平成 3 年法律第 96 号）である。

157）　山部・前掲註 146）100 頁。カルテル参加者間でのやり取りがメールで行わ
れ、取締役は当該メールの CC に入っている場合、内容について逐一確認して
いなくても、当該メールが開封されていれば、認識がなかったという反論は難
しいとされる。川島佑介『ビジネス法体系 競争法／独禁法』（第一法規、
2021）371 頁註 104。

158）　田中・前掲註 37）290 頁。

373-420_64号_廣瀬翔太郎.indd   413373-420_64号_廣瀬翔太郎.indd   413 2024/07/18   17:342024/07/18   17:34



414

慶應義塾大学大学院法学研究科論文集第 64 号（2024 年度）

を問題視し、取締役の任務懈怠を認定するのだろうか。価格カルテルや入
札談合であれば、減免申請を他のカルテル参加事業者よりも早期に行うこ
とが重要となるため、違法行為の存在を会社として早期に認識できるよう
な従前からのシステム構築が重要となる159）。内部統制システムに関する先
例を見ると、大和銀行株主代表訴訟事件では取締役の責任が肯定された。
しかし、通常想定される不正行為を防止し得る程度には体制が整備されて
おり、それを超えた行為についてまでは取締役の責任を追及することはで
きないとした最高裁判決もある160）。相当因果関係の中で検討する事項にな
ると考えられるが、取締役自身は認識していなかった価格カルテルにかか
る取締役の責任を認め、当該カルテルに課された課徴金について、そのま
ま当該取締役に転嫁することができるのか、という点については、今後の
課題である。
　さらに、取締役の責任範囲を狭める方法を考えると、損益相殺という考
え方があり得る。売上額の 10％が課徴金の基本的な算定率であり、そのう
ち 8％が不当な利得部分であるという考え方に触れたが161）、この擬制され
ている部分を、取締役の損害賠償責任から外すべきという考え方である162）。
すでに触れたとおり、現在においては、不当な利得の剥奪を基礎にする理
論的必要性はほとんどないものの、一方で、法改正時にはそれが一つの指
標となっているということもまた確かであるため163）、取締役がこうした主
張を展開し、賠償額の減額を求めることは方法の一つになり得る164）。
もっとも、課徴金減免制度によって、本来の算定による課徴金額から減額
されている場合もあり、これをどのように見るのか、ということは考えな

159）　具体的なシステム構築について、内田＝大月編著・前掲註 58）498-505 頁
〔大月執筆〕参照。

160）　最判平成 21 年 7 月 9 日（平成 20 年（受）第 1602 号）集民 231 号 241 頁〔日
本システム技術〕。

161）　本稿註 125）及び 126）の本文対応箇所参照。
162）　得津・前掲註 108）7 頁。
163）　白石・前掲註 8）719 頁。
164）　得津・前掲註 108）7 頁が「反対」説として紹介する髙橋・前掲註 92）89 頁

は、「一律に」損害賠償から除外することに反対しているに留まっている。
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ければならない。
　一方で、価格カルテルや入札談合は、刑事罰の対象にもなる行為のため、
こうした考慮が否定される可能性が高いという見解がある165）。贈賄が問題
となったハザマ株主代表訴訟事件166）では、仮に当該贈賄により工事の受
注ができ、会社に利益をもたらしたとしても、それは「工事を施工したこ
とによる利益であって、例えば賄賂が返還された場合のように、贈賄によ
る損害を直接に填補する目的、機能を有するものではないから、損害の原
因行為との間に法律上相当な因果関係があるとはいえず、損益相殺の対象
とすることはできない」とされた167）。この判断に従えば、上記で説明した
ような課徴金の算定率の中身に着目をした説明が認められる可能性は低い。
すなわち、損益相殺を用いて、取締役の責任を限定しようとすることは、
多くの場面では実効性を欠いたものになると考えられる168）。
　そのほか、取締役の過失がないことの事情として、公取委の課徴金減免
制度、特に調査協力減算制度の運用や、海外当局の司法取引等が、従来の
運用と著しく異なっており、通常予測される結果が得られなかった、とい
う場合もあり得る。その際には、特段の事情の存在を取締役側が示すこと
で、その範囲においては因果関係が否定される可能性がある169）。
　世紀東急工業株主代表訴訟事件を中心に考察を行ったが、本事件におい
ては、Y らの主張が限定されているため、課徴金が転嫁されることに関す
る直接の主張が展開されていなかった。また、現状の法制度のもとでは、
取締役側に上記で見たような個別の事情がない限りは、課徴金を取締役の
損害賠償責任から除外するという明確な根拠が見当たらない。そのため、
取締役の損害賠償額が高額な結果になることはやむを得ないものと思われ

165）　村上監修・前掲註 57）364 頁〔中野雄介執筆〕。
166）　東京地判平成 6 年 12 月 22 日（平成 5 年（ワ）第 18447 号）判例時報 1518 号

3 頁。
167）　ハザマ株主代表訴訟事件・前掲註 166）判例時報 1518 号の 6 頁。
168）　松井・前掲註 95）113-114 頁。
169）　大和銀行株主代表訴訟事件（本稿三（一）3）参照。日本航空電子工業株主

代表訴訟事件（本稿三（一）2）にも、同様の説示がある。
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る170）。
　このような考え方は、金商法上の課徴金が取締役に転嫁されることが問
題になったオリンパス事件高裁判決171）でも同様に展開されている。すな
わち、「会社法 423 条 1 項の取締役の責任は、債務不履行責任であって、取
締役に対してその任務懈怠と相当因果関係のある損害の賠償義務を負わせ
ているが、その賠償の範囲には任務懈怠と相当因果関係がある限り、特段
の限定はなく、会社が取締役の任務懈怠によって課徴金・罰金の支払を余
儀なくされた場合において、その課徴金・罰金を損害から除く根拠はない」
とされた172）。
　したがって、現状の解釈論としては、会社に科（課）された罰金・課徴
金について、取締役の責任を否定し、損害賠償責任を全面的に否定する根
拠はなく、取締役への事実上の転嫁を認めることは、基本的には妥当な結
論であると考えられる。そのため、過剰な金銭的負担になっているという
批判については、個々の事案ごとに、上記で示したような割合的因果関係
の認定等で対応するしかない。
　すでに指摘がなされているとおり、仮に取締役への転嫁は認めるべきで
はない、または支払い能力に応じた現実的な損害賠償責任の範囲にすべき
である、ということであれば、立法による対処が必要である173）。

170）　木下・前掲註 145）4 頁。
171）　東京高判令和元年 5 月 16 日判例時報 2459 号 17 頁。一連のオリンパス事件

判決の分析は、髙橋・前掲註 92）77-84 頁参照。また、本稿の論点に応答し、
責任を肯定した金商法にかかる事案として、仙台地判平成 27 年 1 月 14 日
LEX/DB 文献番号 25506084〔京王ズホールディングス〕がある。

172）　オリンパス事件・前掲註 171）判例時報 2459 号の 76 頁。また、同判決は、
「会社が自らの責任財産をもって課徴金・罰金の支払をし、納付を完了するこ
とによって、会社に対して課徴金・罰金を科す目的は達せられた」とする（同
頁）。これは責任肯定説と同様の考え方を示したと言える。特に、本稿註 95）
の本文対応箇所参照。

173）　松井・前掲註 87）588 頁、笠原・前掲註 93）301 頁。
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六　結　語

　本稿では、独禁法違反によって、会社に科（課）された罰金・課徴金に
ついて、それを取締役に転嫁することが可能であるのか、ということを検
証するために、関連する諸規定を確認した後、先例、学説の現状を分析し
た。その後、課徴金の転嫁が問題となった世紀東急工業株主代表訴訟事件
を中心に、この問題がどのように取り扱われるべきであるのか、というこ
とを検討した。
　その結果、罰金については、二重処罰の問題や法人重科の観点から取締
役へ転嫁することが難しいという学説が展開されていた。しかし、現状、
それを根拠として直ちに転嫁が否定されるべきという考えが広まっている
わけではない、ということも確認することができた。
　課徴金については、罰金のような二重処罰等の問題は相対的には低いた
め、課徴金を取締役に転嫁することへの理論的ハードルは小さいことを示
した。また、取締役への転嫁を認めると、課徴金減免制度の利用に対する
インセンティブと矛盾するという見解もあった。これについては、令和元
年にこの制度が変更されたため、現行制度自体をやや詳しく紹介したが、
これとの矛盾が生じるおそれは、基本的には小さいと考えられる。しか
し、より効果的な課徴金減免制度を構築するためには、立法として何らか
の手当てを行うことも選択肢の一つと言える174）175）。
　このように、会社への罰金・課徴金について、それを取締役に転嫁する
ことは、結局のところ、それを否定するだけの明確な根拠がない状態と言

174）　仮に今後立法によって解決がなされる場合、例えば、事業者が課徴金減免制
度を利用したか否かを取締役の責任を限定する一つの基準とすることがあり得
る。すなわち、課徴金減免制度を利用した事業者の取締役については、事件の
早期解明に資したという考えのもと、その後の民事訴訟での損害賠償から免責
されることを規定していくという方法である。金商法の減算制度（185 条の 7
第 14 項関係）を念頭に置いた記載であるが、同制度の対象となった課徴金に
ついてのみ、損害賠償の対象から外す解釈は、「やや技巧的」であるとする。髙
橋・前掲註 92）91 頁。
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える。そのため、法解釈としては、会社に科（課）された罰金・課徴金に
関して、取締役の責任を肯定し、当該罰金・課徴金を転嫁することで違反
行為の抑止につなげるべきものと考える176）。一方で、独禁法の課徴金につ
いては、非裁量的に計算され、上限額がなく、事案によっては、取締役の
支払い能力を超えるほどに高額になることも確かである。本稿では、損益
相殺や割合的因果関係等の観点から取締役の責任範囲を限定する方向性を
模索したが、こうした考慮を経ても、やはり支払い能力を超える可能性は
否めない177）。
　本論では触れることができなかったが、役員等損害賠償責任保険契約、
いわゆる D&O 保険178）を利用することで、取締役の責任を軽減する方法
もあり得る179）。しかし、違法性認識が容易な価格カルテルや入札談合を原
因として会社が罰金・課徴金を支払い、それを取締役へ転嫁する場面で、

175）　本稿冒頭に、減免申請を行った事業者が、制度趣旨とは異なるような動きが
あることを記した。減免申請は、あくまで被疑違反行為にかかる証拠提出等を
積極的に行うことを評価するものであることに留まるのか、法的評価として違
反行為を行ったことを事業者が自認することも前提とするのかについては、今
後どのような制度とすべきか、検討が必要である。同論点の詳細は、能勢・前
掲註 26）59-64 頁参照。また、本稿との関わりでは、減免申請を違反の自認と
捉える場合には、その後に出される公取委からの命令について、当該行為の法
的評価に関する取消訴訟ができなくなると考えられるため、課徴金が課された
会社の取締役は、基本的には課徴金相当額が転嫁される可能性が高まるという
ことになる。

176）　大橋・前掲註 14）79 頁、丹宗暁信＝岸井大太郎編『独占禁止手続法』（有斐
閣、2002）282 頁註 36〔川濵昇執筆〕。

177）　最近も金商法にかかる事案で、課徴金等について割合的因果関係等の考慮を
経ず、取締役に転嫁することが是認された。東京地判令和 5 年 3 月 28 日（平
成 27 年（ワ）第 31552 号）資料版商事法務 473 号 87 頁〔東芝〕。なお、世紀
東急工業株主代表訴訟事件地裁判決と同一法廷・裁判長の下での判決である。
得津晶「地判評釈」法学教室 519 号（2023）133、133 頁。

178）　会社法令和元年改正（令和元年法律第 70 号）によって、当該保険がいかな
る範囲の責任を保持するのか等が明文化された（430 条の 3）。宮島・前掲註
38）201 頁。

179）　杉村和俊「金融規制における課徴金制度の抑止効果と法的課題」金融研究
34 巻 3 号（2015）143、169 頁。
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どの程度取締役にとって有用なものなのかは判然としない。すなわち、会
社役員賠償責任保険普通保険約款180）5 条 3 号は、「法令に違反することを
被保険者が認識しながら（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合を

含みます。）行った行為に起因する損害賠償請求」について、保険金支払い
の対象外としている。世紀東急工業株主代表訴訟事件に当てはめると、少
なくとも Y2 〜 Y4 はこの規定に該当しそうである181）。つまり、この保険に
よる取締役の金銭的負担軽減は望めなさそうである182）。また、現在の実務
を見る限り、和解により現実的な支払い額に限定されて解決されているよ
うであるが183）、それができない場合もあり得ることは考えておかなけれ
ばならない184）。
　以上のとおり、本稿では、法解釈上は、会社が支払った罰金・課徴金
を、取締役に転嫁することはできる、という立場を採った。しかし、取締
役の責任を肯定することによって、損害賠償額が取締役の支払い能力を超
えてしまうという現実的な懸念もある。これは、会社が受けた罰金・課徴
金の責任が、会社に帰属するのか、取締役に帰属するのかという法人内部
の配分の問題とも言える185）。現状の解釈では、株主等から訴訟が提起さ

180）　東京海上日動火災保険株式会社「会社役員賠償責任保険の約款 普通保険約
款、 特 約 条 項（2022 年 1 月 1 日 以 降 始 期 用 ）」（https://www.tokiomarine-
nichido.co.jp/hojin/pdf/yakuin_yakkan_20220101.pdf）内所収に拠った。

181）　浜田・前掲註 107）13 頁。また、伊永・前掲註 115）125 頁は、住友電工株
主代表訴訟事件における代表取締役等は、D&O 保険による支払いを受けられ
ないだろうとする。

182）　田代啓史郎＝花本浩一郎「取締役の任務懈怠責任と株主代表訴訟等 近時の
裁判例を踏まえて」公正取引 879 号（2024）51、57 頁参照。金商法の課徴金
を念頭に、責任肯定説の立場から、過剰な金銭的負担への懸念を解消する一手
段として D&O 保険を積極的に評価する見解がある。青竹正一『新会社法〔第
6 版〕』（信山社、2024）431 頁、杉村・前掲註 179）173 頁、大島・前掲註
97）55 頁。一方で、消極的評価を行う見解もある。髙橋・前掲註 92）87 頁。

183）　村上監修・前掲註 57）374 頁〔中野雄介執筆〕。
184）　浜田・前掲註 107）12 頁。
185）　髙﨑秀雄「企業犯罪に関する刑事法制の問題について」企業と法創造（早稲

田大学）3 号（2004）164、170 頁。
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れると、取締役に過度な負担を課すことになるという見方もできるため、
立法（政策判断）によって解決されるべき問題かもしれない186）。すなわ
ち、民事法上の損害賠償の問題と罰金・課徴金の問題を別個の論点として
考えるのではなく、法秩序全体の観点からどのような制度が望まれるの
か、という検討が求められる187）。

〔付記〕本稿の執筆にあたり、宮島司教授から多くのご教示を受けた。記して謝

意を表する。誤り等の責任は筆者にある。

　　脱稿後、山部俊文「世紀東急工業株主代表訴訟事件高判評釈」重判令和 5 年

度（2024）237 頁以下に接した。

葊瀬　翔太郎（ひろせ　しょうたろう）
　　所　　属　慶應義塾大学大学院法学研究科後期博士課程 2 年
　　専攻領域　経済法
　　所属学会　日本経済法学会
　　主要著作　�「カルテル法制史から見る『競争』と『規制』―独占

禁止法昭和 28 年改正に至る議論を中心に―」『法学
政治学論究』第 137 号（2023 年）

　　　　　　　�「カルテル法制史における法の許容とその評価―独占
禁止法と適用除外カルテル法を巡る昭和 30 年代前半
の議論を中心に―」『法学政治学論究』第 139 号

（2023 年）

186）　例えば、金商法の課徴金制度を念頭に責任否定説の立場から、会社が支払っ
た課徴金が、取締役ではなく株主その他ステークホルダーの負担となることが
明確にされることで、株主等の取締役へのモニタリングが促され、会社の違反
行為の抑止に繋がるという見解がある。和田宗久「オリンパス事件高判評釈」
私法判例リマークス 63 号（2021）82、85 頁。

187）　佐伯・前掲註 89）1 頁も同趣旨。
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